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【様式３】 

「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」（令和２年度採択） 

研 究 概 要 

番号 研究課題名 研究代表者 

2020-2 公共交通ターミナル整備の 

空間経済分析に関する研究開発 
金沢大学 准教授 高山雄貴 

 
本研究では，公共交通ターミナル整備がもたらす長期的・広域的な効果の空間分布を計量化する

ための空間経済分析手法を開発する．具体的には，公共交通ターミナル整備が都市内交通・土地

利用に与える影響を評価する手法と，高速バス網の拡充による周辺地域への波及効果を評価する

手法を開発する．そして，これらの手法により，札幌，金沢でのターミナル整備により発現する

効果を計測する． 

 

１．研究の背景・目的（研究開始当初の背景・動機、目標等） 

バスタプロジェクトに代表される公共交通ターミナル整備の効果は，長期間・広範囲に渡って

発現する．それゆえ，その整備を効果的・効率的に実施するためには，その効果を適切に把握す

ることが重要となる．そこで，本研究では公共交通ターミナル整備がもたらす長期的・広域的な

効果の空間分布（i.e., どこに，どの程度の効果が生じるのか）を計量化することのできる，空間

経済分析手法を開発する．そして，札幌・金沢を対象に公共交通ターミナル整備により発現する

と期待される効果を計測する． 

 

２．研究内容（研究の方法・項目等） 

本研究では，３種類の研究開発課題[A,B,C]を設定し，それらを順に実施することで目的を達成

した．その内容は，以下に示す通りである： 

[A] 交通・立地統合モデルを用いた政策効果分析手法の開発 

課題[A]では，交通・立地統合モデルを用いた（都市内スケールの）分析枠組を構築する．そ

の予備解析を通じて，我が国で観測された都市空間構造の長期的変化との整合性を検証する． 

[B] 空間的応用一般均衡 (SCGE) モデルを用いた地域経済分析手法の開発 

課題[B]では，SCGEモデルを用いた（都市間スケールの）分析枠組を構築する．そして，SCGE

モデルを用いた予備解析を実施し，重要な経済集積現象を表現できるか否かを確認する． 

[C] 実都市における公共交通ターミナル整備の長期的・広域的効果の計測 

課題[C]では，[A,B]で開発した分析枠組を用いて，札幌・金沢でのバスタ整備がもたらす長

期的・広域的効果を計測する．  

 

３．研究成果（図表・写真等を活用し分かりやすく記述） 

 研究開発課題[A,B,C]において得られた知見・成果は以下に示す通りである． 

[A] 交通・立地統合モデルを用いた政策効果分析手法の開発 

都市経済理論に基づく交通・立地統合モデルを構築するとともに，機械学習・進化ゲーム理論

の手法を応用することで，数値解析の大幅な効率化を実現した．さらに，入手が比較的容易なデ

ータのみを用いてパラメータを推定・キャリブレートする方法を整備した．その上で，金沢を対

象とした予備解析により，大規模・高解像度の都市・交通システムを対象とした解析でも問題な

く計算可能であること，一律に交通費用が低下することによる土地利用への影響を分析した結果

は，我が国の都市で共通して観測された人口分布変化と整合していることを明らかにした． 

[B] 空間的応用一般均衡 (SCGE) モデルを用いた地域経済分析手法の開発 

定量的空間経済モデルを基盤としたSCGEモデルを構築した上で，入手が比較的容易な交通・経

済データ（国土数値情報，産業連関表など）を利用したパラメータ推定手法，日本全国を対象と

した分析を実施するための数値解析手法を開発した．そして，日本全国を対象とした予備解析と

して，交通基盤整備・技術進展に伴う都市間輸送改善の影響評価を実施し，ストロー現象を表現

できる分析枠組であること，一般的な計算機でも１時間程度で計算可能であることを確認した． 
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[C] 実都市における公共交通ターミナル整備の長期的・広域的効果の計測 

課題[A,B]で開発した分析枠組を用いて，札幌・金沢を対象に公共交通ターミナルの整備効果

を調べた．下図に示す結果からも確認できるように，都市内の土地利用や，周辺都市の人口・域

内総生産に与える影響を計測・可視化できた．さらに，ターミナルの整備箇所に応じて効果が質

的に異なるうえ，整備地区にとってマイナスの影響を生じさせる可能性があることなどが明らか

にされた．これらの結果は，ターミナル整備に加えて，周辺の特徴的な産業の振興・地域間連携促進

などの，相乗効果が期待できる施策も重要であることを示唆している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．主な発表論文（研究代表者はゴシック、研究分担者は下線） 
 本研究課題を通して得られた研究成果や理論的知見は，積極的に論文としてまとめる方針をと

った．それらの成果の一部は，以下に例示するように，著名な国際誌・国内誌に掲載された． 

• Dantsuji, T., Takayama, Y., Fukuda, D. (in press) “Perimeter control in a mixed bimodal bathtub 
model,” Transportation Research Part B: Methodological. 

• 杉本達哉 , 高田観月 , 高山雄貴 , 高木朗義  (2023) “空間経済学に基づく地域間輸送改善の

長期的影響評価手法の開発 ,” 土木学会論文集 , Vol.79, No.4, 22-00115. 
• Murakami, D., Griffith, D.A. (2023) “Balancing spatial and non-spatial variation in varying co-

efficient modeling: A remedy for spurious correlation,” Geographical Analysis, Vol.55, pp.31-55 
• 小林秀佑 , 中西航 , 堀越光 , 高山雄貴  (2022) “ベイズ推定アプローチによる土地利用モデ

ルのパラメータ推定 ,” 土木学会論文集 D3 (土木計画学), Vol.77, No.5, pp.469-481. 
 

５．今後の展望（研究成果の活用や発展性、今後の課題等） 
本研究課題で実施した分析の過程で明確となった課題や今後の展望は以下の通りである． 

多様な政策効果検証の蓄積：本研究課題で開発した空間経済分析枠組は，既存手法の課題（e.g., 
ストロー現象を表現できない，分析の空間解像度が低い）の解決に成功しており，今後は多様な

政策の長期的・広域的効果（ストック効果）の空間分布予測の基盤になりうるものである．ただ

し，本手法の信頼性を高めるために，ケーススタディーの蓄積と分析枠組の改良が求められる． 

データ収集・整備のためのコスト削減：空間経済分析を実施するには，地理・経済・交通等のデ

ータを適切に収集・整備する必要があるが，それらを準備するためのコストが極めて大きい．空

間経済枠組を用いた分析事例の蓄積のためにも，この課題解決（e.g., API連携可能なアプリケー

ション開発）を通じて，社会実装を容易にする仕組みの整備が期待される． 

 

６．道路政策の質の向上への寄与（研究成果の実務への反映見込み等） 
本研究では，政策の長期的・広域的効果を計測できる空間経済分析枠組の開発に成功しており，

これが道路政策の質の向上への貢献となると考えられる．実際，この分析枠組は，道路行政の技

術開発ニーズにも記載されている“バスタプロジェクトの整備効果計測・評価”を可能にするだ

けでなく，“多様なストック効果計測”や“ワイダー・エコノミック・インパクトの計測”の基盤

にもなり得るものである． 

 
７．ホームページ等（関連ウェブサイト等） なし 

図: ターミナル整備の影響分析結果の一例 
札幌駅前に整備した場合の居住人口変化 
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金沢に整備した場合の人口(左)・域内総生産(右)変化 
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第１章 はじめに 
 

 

 

 
1.1 背景と目的 
 
バスタプロジェクトに代表される公共交通タ

ーミナル整備の効果は，長期間・広範囲に渡って

発現する．そのため，その整備を効果的・効率的

に実施するためには，長期的・広域的な効果を把

握することが重要となる．空間経済分析は，都市・

地区といった空間単位毎，企業や労働者といった

経済主体毎に政策の長期的効果を計量化できる 
(i.e., どこに，誰に，どの程度の効果が生じるのか

を計測できる) 手法であり，都市経済学・土木計

画学分野で関連する研究が膨大に蓄積されてき

た (詳細は1.2節参照)． 
これらの研究蓄積により，交通施策による混雑

緩和が土地利用に与える影響を，交通と土地利用

の間に働く相互作用 (図-1.1) を考慮した上で評

価 す る た め の 枠 組  (e.g., 応 用 都 市 経 済 
[Computable Urban Economic: CUE] モデル，定量

的都市経済  [Quantitative Urban Economic: QUE] 
モデル) や，都市間交通網の整備が地域経済に与

える影響を評価するための枠組 (e.g., 空間応用

一般均衡 [Spatial Computable General Equilibrium: 
SCGE] モデル，定量的空間経済  [Quantitative 
Spatial Economic: QSE] モデル) が発展している．

しかし，基本的な分析枠組は完成の域に達してき

ているものの，以下に挙げる問題が政策評価への

応用上の障害になっている： 
 

[問題1] 大規模なモデルの効率的な数値解析手

法の欠如 

既存の空間経済分析では，広大な空間を分析対

象とする場合，計算負荷の軽減を目的に，「空間分

割数を少なくする (e.g., 市区町村単位で空間を

分割して土地利用変化を分析)」，もしくは「分析

枠組を大幅に簡略化する (e.g., 交通混雑の影響

を無視)」といった対応が一般的に行われている．

それゆえ，広範囲に渡って政策効果が発現する交

通施策の評価への空間経済分析の適用は限定的

なものに留まっていた． 
 

[問題 2] 経済・交通データを利用した計量モデ

ルのパラメータ設定手法の欠如 

政策分析に用いられる計量モデルのパラメー

タの多くは，統計的な手法を用いることなく設定

されるか，推定されているとしても統計学的な問

題が指摘されている (e.g., 空間的自己相関への

対処をしない) 手法が採用されている．したがっ

て，分析結果の信頼性に疑問が残るものとなって

いた． 
本研究開発の目的は，[問題 1,2] を解決するこ

とで，広域・詳細な空間を対象とすることが可能

であり，かつ信頼性の高い空間経済分析手法を開

発することである．そして，公共交通ターミナル

整備による効果のうち，特に “公共交通の利便性 
(アクセシビリティ) の向上”・“鉄道駅周辺の道路

混雑の緩和”・“鉄道駅周辺の利用可能な土地の増

加” に焦点を当て，それらの長期的・広域的な効

果の空間分布を開発した手法により計測する．よ

り具体的には，札幌・金沢のターミナル整備を対

象に，都市内部の土地利用変化・周辺地域への経

済波及効果を評価する． 
この目的を達成するために，3 種類の研究開発

課題 [A,B,C] を設定し，それらを順に実施してい

くことで研究目的を達成する (図-1.2)．その各々図-1.1 交通と土地利用の相互作用 
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の内容・手順は，以下の通り: 
 

[A] 交通・立地統合モデルを用いた政策効果分析

手法の開発 

内容:“交通と土地利用の相互作用 (図-1.1)” を表

現できる交通・立地統合モデルを用いた政策効果

分析手法を開発する．そのために，広域・詳細な

都市内空間を対象とした分析を可能にする枠組

を構築するとともに，効率的な数値解析手法・空

間統計学に基づくパラメータの推定手法を確立

する． 
手順:研究課題 [A] は，次の 3 つの項目を順に進

める: (A1) 交通・立地統合モデルの構築，(A2) 交
通・立地データの整備，(A3) 構築した統合モデル

の基本特性を解明するための予備解析．より具体

的な手順は，以下に示す． 
(A1) 交通・立地統合モデルの構築 

統合モデルの基礎となる “交通サブモデル”・

“立地サブモデル” を構築する．それと同時に，

広域・詳細な都市内空間の分析に不可欠な，効率

的な数値解析手法の開発，入手可能なデータを利

用したパラメータ推定手法を整備する．そして，

構築した 2 種類のサブモデルを組み合わせるこ

とで，本研究課題の基礎となる分析枠組を完成さ

せる． 
(A2) 交通・立地データの整備 

構築した交通・立地統合モデルの基本特性を確

認するために利用する立地・交通関係の基礎デー

タを整備する．具体的には，金沢を対象とした予

備解析 (パラメータ推定，数値シミュレーション) 
で利用するデータを，国勢調査・道路交通センサ

ス等を用いて整備する．さらに，予備解析で得ら

れたパラメータ推定結果・数値解析結果の信頼

性・妥当性の検証に利用するために，基礎集計等

に基づく分析により，それらのデータの基本的な

特徴を整理する． 
(A3) 構築した統合モデルの予備解析 

金沢を対象とした予備解析により，構築した統

合モデルの基本特性を示す．具体的には，パラメ

ータ推定結果と (A2) で実施した基礎的な分析結

果との整合性の確認，通勤時間価値を変化させた

場合の影響を評価する予定である． 
 
[B] 空間的応用一般均衡 (SCGE) モデルを用い

た地域経済分析手法の開発 

内容:公共交通ターミナルの整備が周辺地域にも

たらす経済波及効果を計測できる地域経済分析

手法を開発する．そのために，地域間交易を表現

できる SCGE モデルを構築する．そして，日本全

国を対象とした分析を可能にする数値解析手法・

パラメータ推定手法を提案する． 
手順:研究課題 [B] は，次の3つの項目を順に進め

る: (B1) 都市間交通網のモデル化，(B2) 空間的一

般均衡 (SCGE) モデルの構築，(B3) 都市間交通・

地域経済データの整備，(B4)構築した SCGE モデ

ルの基本特性を解明するための予備解析．より具

体的な手順は，以下に示す． 
(B1) 都市間交通網のモデル化 

都市間交通網の整備に伴う人流・物流の円滑

化・効率化の影響を評価するために，都市間交通

網をモデル化する．その際，本研究課題を達成す

るために，道路・鉄道・航空に加え，長距離バス

の存在も明示的に考慮した上で，(B3) で整備する

都市間交通データを利用して，モデルを構築する． 
(B2) SCGE モデルの構築 

土木計画学分野で研究が蓄積されてきた標準

的な SCGE モデル (e.g., 上田ら1)), 空間経済学

分野で急速に研究が蓄積されている定量的空間

図-1.2 研究開発課題[A,B,C]の内容 
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経済モデル (Redding and Rossi-Hansberg2)) を基盤

としたモデルを開発する．そして，(B1) で開発し

た都市間交通網モデルと組み合わせることで，本

研究課題の基礎となる分析枠組を完成させる．そ

の上で，入手可能な交通・経済データを利用した

パラメータ推定手法，日本全国を対象とした分析

を実施するための数値解析手法を整備する． 
(B3) 都市間交通・地域経済データの整備 

構築した都市間交通網モデル・SCGE モデルの

基本特性を確認するために利用する都市間交通・

地域経済データを整備する．具体的には，日本全

国を対象とした予備解析 (パラメータ推定，数値

シミュレーション) で利用するデータを，国土数

値情報・産業連関表等を用いて整備する． 
(B4) 構築した SCGE モデルの予備解析 

日本全国を対象とした予備解析により，構築し

たモデルの基本特性を確認する．具体的には，過

去の交通基盤整備・技術進展に伴う都市間輸送の

効率化が地域経済に与える影響を評価するとと

もに，実現象との整合性を検証する予定である． 
 
[C] 実都市における公共交通ターミナル整備の

長期的・広域的効果の計測 

内容:研究課題 [A, B] で開発した分析手法を用

いて，金沢・札幌を対象に公共交通ターミナル整

備の長期的・広域的な効果を計測する．具体的に

は，都市内部の土地利用変化，周辺地域への経済

波及効果を定量的に明らかにする． 
手順:研究課題 [C] は，次の 3 つの項目を順に進

める: (C1) 交通・立地・経済データの整備，(C2) 
公共交通ターミナル整備効果の計測．より具体的

な手順は，以下に示す． 

(C1) 交通・立地・経済データの整備 

札幌・金沢を対象とした公共交通ターミナル整

備効果分析に利用する基礎データをまとめる．具

体的には，研究課題 [A,B] で整備したデータを基

盤に，多様な分析に応用可能な形式にデータを整

備する． 
(C2) 公共交通ターミナル整備効果の計測 

研究課題 [A,B] で開発した 2 種類の分析手法

により，札幌・金沢の公共交通ターミナル整備効

果を評価する．その結果から，公共交通ターミナ

ル整備がもたらすと考えられる土地利用変化・周

辺地域への経済波及効果を計測するとともに，タ

ーミナル整備との相乗効果が期待される地域政

策 (e.g., 公共交通利用の促進策，地域経済の発展

策) を提案する． 
 
本研究開発は，上記の研究課題 [A,B,C] を，図

-1.3 に記載の体制・役割分担で進める．本研究開

発の特徴の一つに，各自が独立して研究課題に取

り組むのではなく，複数の研究手法を融合させる

点がある．より具体的には，代表者 (高山) を中心

に，交通 (杉浦・中山・壇辻・高森)，立地 (高山・

大澤・杉本)，統計 (中西・村上・内田) 分野の専

門家が，各々の知識・技術を基盤に議論を重ねる

ことで，各研究課題の達成を目指す． 
本研究開発の担当者らは，2016 年度から定期

的に実施してきた研究会での議論により，[問題

1,2] を根本的に解決できる見通しを得ている．具

体的には，[問題 1] は，ポテンシャル関数・変分

不等式問題の性質を利用した数値計算アルゴリ

ズム (e.g., 高山3); Osawa and Akamatsu4); Akamatsu 
et al.5)) を用いることで解消される．さらに，[問題 

図-1.3 研究体制・役割分担 



6 

2] は空間統計学分野で近年発達してきた推定手

法 (e.g., Griffith6); Tiefelsdorf and Griffith7); 瀬谷・

堤8))の適用により解決できる． 
本研究開発の特色に，実都市における交通施策

の長期的・広域的効果の空間分布を計量化する手

法を開発する点がある．この分析手法開発の際に，

既存研究の課題を分野横断的なアプローチで根

本的に解決していること，分析手法の適用先が公

共交通ターミナル整備に限られないことから，そ

の発展性が非常に高い点も大きな特徴である．そ

れゆえ，本研究課題の成果は，実務家との密接な

議論により実用性を高めるための改善を重ねれ

ば，政策評価手法を大きく発展させる可能性があ

る． 
本研究課題は，図-1.4 に記載している通り，最

初の 2 年間で，研究課題 [A, B] を概ね完了させ

た上で，最終年度に研究課題 [C] に取り組む予定

である．より具体的には，次のスケジュールで進

めるよう計画している : 初年度は，研究課題 
[A,B] で使用する予定のデータ整備・分析枠組の

基礎となる数理モデル開発 (交通・立地サブモデ

ル，都市間交通網のモデル) を進める．そして，2 
年度目に研究課題 [A,B] の分析枠組の完成・研究

課題 [C] で用いるデータの整備，最終年度に研究

課題 [A,B,C] を完了させ，その成果の発信・取り

まとめを行う． 
本報告書の構成は，以下のとおりである．第２

章では，交通・立地統合モデルを用いた政策評価

手法の開発に関する成果をまとめる．そして，第

３章において，開発した手法を用いたターミナル

整備が都市内部の交通混雑・土地利用に与える影

響を計測する．第４章は，SCGEモデルを用いた地

域経済分析手法を示す．開発した手法を用いて，

ターミナル整備に伴う経済波及効果を計測した

結果は，第５章で示す．最後に，本研究課題の成

果と今後の課題を第６章で整理する． 
 
1.2  関連研究 
土木計画学・都市経済学分野では，実空間を対

象とした空間経済分析に関する研究が長年にわ

たり蓄積されてきた．上田ら1), 堤ら9), 小池10) な
どでまとめられているように，これらの研究蓄積

により，現在では，ミクロ経済学的基礎をもつ空

間経済分析のための基本技術が確立するまでに

なっている．我が国では，完全競争の枠組みに依

拠した，空間的応用一般均衡 (SCGE) モデルや，

応用都市経済 (CUE) モデルに関する研究が主に

蓄積されている．現在は，政策的意思決定上の判

断材料を提供するために，既存技術の更なる精緻

化および普及のための研究開発が進められてい

る． 
これらの方向とは別に，近年，新都市経済学・

新経済地理学分野における経済集積理論の研究

蓄積  (詳細は，例えば  Fujita et al.11), Fujita and 
Thisse12), 大澤13), Proost and Thisse14) 参照)，詳細な

空間データが利用可能になったことを背景に，空

間経済分析を拡張するための研究が急速に増加

している．それらの成果は，Redding and Rossi-
Hansberg2) にまとめられるまでになっており，そ

の進展は著しい (e.g., Allen and Arkolakis15, 16))．し

かし，これらの研究進展があったにもかかわらず，

本章 1.1 節に記載した [問題 1,2] を根本的に解

決する手法は存在しない (具体的な議論は，例え

ば，堤ら9) 参照)． 

図-1.4 スケジュール 
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第２章 交通・立地統合モデルに基づく 
政策効果分析手法 

 

 

 
2.1 モデル 

 
本節では，Fujita and Ogawa1) モデルに基づい

た，企業と家計の立地選択に関する相互作用を考

慮したモデルを構築する．そのために，都市・交

通条件と家計・企業・デベロッパー行動に関する

設定を示す．そして，均衡条件を定式化する． 
 

(1) 都市と交通条件の設定 

本モデルでは，離散的な𝐴𝐴箇所の立地点が存在

する都市を考える．この都市には，立地主体であ

る家計と企業に加えて，それらに床面積を供給す

るデベロッパーが存在する．立地点の集合は𝒜𝒜と

し，立地点𝑎𝑎 ∈ 𝒜𝒜の面積は𝐾𝐾𝑎𝑎，立地点𝑎𝑎, 𝑏𝑏間の距離

は𝑑𝑑𝑎𝑎𝑎𝑎であると仮定する． 
任意の立地点間は道路ネットワークにより接

続されている．道路ネットワークは，𝑁𝑁箇所のノ

ードと，それらを結ぶ𝐿𝐿個のリンクから構成され

る．本稿では，ノード𝑖𝑖と𝑗𝑗を結ぶリンクをリンク𝑖𝑖𝑖𝑖
と呼び，そのノード集合を𝒩𝒩，リンク集号をℒと表

す．各立地点にセントロイドとなるノードを 1 つ

設定し，そのノードが移動の起点・終点になると

考える．立地点𝑎𝑎のセントロイドをノード𝑖𝑖𝑎𝑎と表す．

立地点𝑎𝑎を起点，𝑏𝑏を終点とする経路𝑝𝑝の集合𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎を，

その経路𝑝𝑝に含まれるリンク集号をℒ𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝
とする．立

地点とノードの関係を図-2.1 に示す． 
家計は均質であり，都市全体に固定的に𝐻𝐻存在

する．各家計は，居住地𝑎𝑎 ∈ 𝒜𝒜，就業地𝑏𝑏 ∈ 𝒜𝒜に加

えて，通勤時の経路𝑝𝑝 ∈ 𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎を選択する．居住地・

就業地・経路別の家計数（i.e., 立地点𝑎𝑎に居住し，

就業地𝑏𝑏に経路𝑝𝑝を利用して通勤する家計数）を

ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝
で表す．このとき，居住地が立地点𝑎𝑎の総家計

数𝑛𝑛𝑎𝑎，就業地が立地点𝑏𝑏の総家計数𝑚𝑚𝑏𝑏は以下で与

えられる: 
𝑛𝑛𝑎𝑎 = � � ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝

𝑝𝑝∈𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎𝑏𝑏∈𝒜𝒜

,   𝑚𝑚𝑏𝑏 = � � ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝

𝑝𝑝∈𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎∈𝒜𝒜

. (1) 

道路リンク𝑖𝑖𝑖𝑖 ∈ ℒを通過する際にかかる交通費

用は，標準的な交通ネットワークモデルと同様，

当該リンクを利用する家計数（交通量）𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖のみに

依存する．より具体的には，交通費用𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖�𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖�は，

非負，𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖の単調増加，かつ凸関数で与えられると

仮定する．ここで，リンク𝑖𝑖𝑖𝑖を通過する家計数𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖
は，次のとおり表される: 

𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 = � � � 𝛿𝛿𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑝𝑝 ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝

𝑝𝑝∈𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎𝑏𝑏∈𝒜𝒜𝑎𝑎∈𝒜𝒜

,  

𝛿𝛿𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑝𝑝 = �

1 if 𝑖𝑖𝑖𝑖 ∈ ℒ𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 ,

0 if 𝑖𝑖𝑖𝑖 ∉ ℒ𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝  

(2) 

このとき，居住地𝑎𝑎 ∈ 𝒜𝒜から就業地𝑏𝑏 ∈ 𝒜𝒜に経路

𝑝𝑝 ∈ 𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎を使う場合の通勤費用𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 (𝒙𝒙)は，以下で与

えられる: 
𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 (𝒙𝒙) = � 𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖�𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖�

𝑖𝑖𝑖𝑖∈ℒ𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝

.
 (3) 

ここで，𝒙𝒙 = (𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑖𝑖𝑖𝑖∈ℒである． 
 
(2) 主体行動 

a) 家計の行動 

家計は合成財・床面積の消費量と居住地のアメ

ニティ水準に応じた効用を得る．ただし，Fujita 
and Ogawa1) と同様，家計が消費する床面積は固

定的に𝑠𝑠Hである．したがって，居住地𝑎𝑎 ∈ 𝒜𝒜，就業

地𝑏𝑏 ∈ 𝒜𝒜，経路𝑝𝑝 ∈ 𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎の家計の効用水準𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝
は，合

成財消費量𝑧𝑧𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝
と立地点𝑎𝑎のアメニティ水準𝐵𝐵𝑎𝑎に

図-2.1 立地点とノードの関係 
（黒点のノードが各立地点のセントロイド） 
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応じて定まる．具体的には，家計の効用𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝
は以下

で与えられると仮定する: 
𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 = 𝑧𝑧𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝 + 𝐵𝐵𝑎𝑎. (4) 
また，合成財の価格を 1 に基準化するため，予算

制約は以下で与えられる: 
  𝑤𝑤𝑏𝑏 = 𝑧𝑧𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝 + 𝑟𝑟𝑎𝑎𝑠𝑠H + 𝜏𝜏𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 (𝒙𝒙). (5) 

ここで，𝑤𝑤𝑏𝑏は勤務地𝑏𝑏の賃金率，𝑟𝑟𝑎𝑎は立地点𝑎𝑎の単

位床面積の価格，𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝
は経路𝑝𝑝の通勤費用，𝜏𝜏は正の

パラメータである．以上より，𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝
は次のように表

される: 
𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 = 𝑤𝑤𝑏𝑏 − 𝑟𝑟𝑎𝑎𝑠𝑠H − 𝜏𝜏𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝 (𝒙𝒙) + 𝐵𝐵𝑎𝑎. (6) 
 
b) 企業の行動 

企業は，参入や撤退が自由であり，完全競争下

で財を生産する．財の生産には，𝑠𝑠F単位の床面積

と 1 単位の労働を投入する必要がある．また，そ

の生産額は立地点固有の生産性𝐷𝐷𝑏𝑏に応じて定ま

ると仮定する．このとき，立地点𝑏𝑏の企業の利潤𝜋𝜋𝑏𝑏
には次のように与えられる: 

𝜋𝜋𝑏𝑏 = 𝐷𝐷𝑏𝑏 − 𝑟𝑟𝑏𝑏𝑠𝑠F − 𝑤𝑤𝑏𝑏 . (7) 
したがって，企業の利潤ゼロ条件より，立地点

𝑏𝑏の企業の賃金𝑤𝑤𝑏𝑏は次のように表される: 
𝑤𝑤𝑏𝑏 = 𝐷𝐷𝑏𝑏 − 𝑟𝑟𝑏𝑏𝑠𝑠F. (9) 

 
c) デベロッパーの行動 

デベロッパーは，各立地点で不在地主から借り

た単位面積の土地と資本を開発し，完全競争のも

とで床面積を家計と企業に供給する．Ahlfeldt et 
al.2)と同様，生産関数は Cobb-Douglas 型である

と仮定することから，立地点𝑎𝑎の土地を開発する

デベロッパーの利潤最大化行動は次にように表

される: 

max
𝑄𝑄𝑎𝑎

Π𝑎𝑎 = 𝑟𝑟𝑎𝑎𝑆𝑆𝑎𝑎 − 𝑃𝑃𝑄𝑄𝑎𝑎 − 𝑅𝑅𝑎𝑎 − 𝐶𝐶, (10a) 
s. t.  𝑆𝑆𝑎𝑎 = 𝑄𝑄𝑎𝑎

𝜇𝜇. (10b) 
ここで，𝜇𝜇 ∈ (0,1)は資本の投入割合，𝑆𝑆𝑎𝑎は床面積

の供給量，𝑄𝑄𝑎𝑎は資本投入量，𝑅𝑅𝑎𝑎はデベロッパーが

不在地主に支払う立地点𝑎𝑎の単位面積あたりの土

地に対する地代，𝐶𝐶は固定費用である．また，𝑃𝑃は
資本の価格であり，立地点によらず同一の水準で

ある．本稿では，𝑃𝑃 = 1となるように資本の単位を

基準化する． 
利潤最大化問題の 1 階条件および利潤ゼロ条件

から，𝑄𝑄𝑎𝑎，𝑟𝑟𝑎𝑎は，各々，以下で与えられる: 

𝑄𝑄𝑎𝑎 = (𝜇𝜇𝑟𝑟𝑎𝑎)
1

1−𝜇𝜇 , (11a) 

𝑟𝑟𝑎𝑎 =
(𝑅𝑅𝑎𝑎 + 𝐶𝐶)1−𝜇𝜇

𝜇𝜇𝜇𝜇(1 − 𝜇𝜇)1−𝜇𝜇 . (11b) 

立地点𝑎𝑎の床面積需要量は𝑠𝑠H𝑛𝑛𝑎𝑎 + 𝑠𝑠F𝑚𝑚𝑎𝑎，供給量

は𝑆𝑆𝑎𝑎𝐾𝐾𝑎𝑎であることから，であることから，需給均

衡条件(i.e., 𝑆𝑆𝑎𝑎𝐾𝐾𝑎𝑎 = 𝑠𝑠H𝑛𝑛𝑎𝑎 + 𝑠𝑠F𝑚𝑚𝑎𝑎) より，𝑟𝑟𝑎𝑎,𝑅𝑅𝑎𝑎が
𝑛𝑛𝑎𝑎 ,𝑚𝑚𝑎𝑎の関数として次のように表される: 

𝑟𝑟𝑎𝑎(𝑛𝑛𝑎𝑎,𝑚𝑚𝑎𝑎) =
1
𝜇𝜇
�
𝑠𝑠H𝑛𝑛𝑎𝑎 + 𝑠𝑠F𝑚𝑚𝑎𝑎

𝐾𝐾𝑎𝑎
�

1−𝜇𝜇
𝜇𝜇

, (12) 

𝑅𝑅𝑎𝑎(𝑛𝑛𝑎𝑎,𝑚𝑚𝑎𝑎) =
1 − 𝜇𝜇
𝜇𝜇

�
𝑠𝑠H𝑛𝑛𝑎𝑎 + 𝑠𝑠F𝑚𝑚𝑎𝑎

𝐾𝐾𝑎𝑎
�

1
𝜇𝜇
− 𝐶𝐶. (13) 

式(9)，式(12)を式(6)に代入することにより，居

住地𝑎𝑎，就業地𝑏𝑏，経路𝑝𝑝を選択する家計の効用𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝

が以下で与えられる: 
𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 (𝒉𝒉) = 𝛼𝛼𝐹𝐹𝑏𝑏(𝒎𝒎) + 𝐷𝐷𝑏𝑏 − 𝑠𝑠F𝑟𝑟𝑏𝑏(𝑛𝑛𝑏𝑏 ,𝑚𝑚𝑏𝑏) 

−𝑠𝑠H𝑟𝑟𝑎𝑎(𝑛𝑛𝑎𝑎,𝑚𝑚𝑎𝑎) − 𝜏𝜏𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 (𝒙𝒙) + 𝐵𝐵𝑎𝑎. (14) 

ここで，𝒉𝒉 = (ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 )𝑝𝑝∈𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑎𝑎,𝑏𝑏∈𝒜𝒜である． 

 
(3) 均衡条件 

家計は効用𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 (𝒉𝒉)が最大となる居住地𝑎𝑎，就業

地𝑏𝑏，経路𝑝𝑝を選択する．その結果として定まる均

衡状態が満たす均衡条件は，以下で与えられる: 

�
𝑢𝑢∗ = 𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝 (𝒉𝒉∗) if ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝∗ > 0,

𝑢𝑢∗ ≥ 𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 (𝒉𝒉∗) if ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝∗ = 0. 
(15a) 

� � � ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝∗

𝑝𝑝∈𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎𝑏𝑏∈𝒜𝒜𝑎𝑎∈𝒜𝒜
= 𝐻𝐻. (15b) 

ここで，𝑢𝑢∗は均衡状態における効用水準を表す． 
均衡条件式(15a)は，居住地・就業地・経路選択

の無裁定条件を表している．すなわち，この条件

は，均衡状態ではどの家計も自らの選択を変更す

るインセンティブを持たないことを意味してい

る．条件式(15b)は家計数保存則である． 
均衡条件式(15)は，比較的短い期間で変更が行

われる経路選択に関する条件式(16a)，(16b)と，長

期的な選択と考えられる居住地・就業地に関する

条件式(16c)，(16d)に分けた，次の表現と等価であ

る: 

�
𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎∗ = 𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝 (𝒙𝒙∗) if ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝∗ > 0,

𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎∗ ≤ 𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 (𝒙𝒙∗) if ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝∗ = 0. 
(16a) 

� ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝∗

𝑝𝑝∈𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎
= 𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎∗ . (16b) 

�
𝑢𝑢∗ = 𝑣𝑣𝑎𝑎𝑎𝑎 if 𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎∗ > 0,
𝑢𝑢∗ ≥ 𝑣𝑣𝑎𝑎𝑎𝑎 if 𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎∗ = 0. 

(16c) 

� � 𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎∗
𝑏𝑏∈𝒜𝒜𝑎𝑎∈𝒜𝒜

= 𝐻𝐻. (16d) 
ここで，𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎∗ は均衡状態における居住地𝑎𝑎から就業

地𝑏𝑏への通勤費用，𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎は居住地𝑎𝑎・就業地𝑏𝑏の家計

数，𝑣𝑣𝑎𝑎𝑎𝑎は以下で与えられる効用水準を表す: 
𝑣𝑣𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝐷𝐷𝑏𝑏 − 𝑠𝑠F𝑟𝑟𝑏𝑏(𝑛𝑛𝑏𝑏∗ ,𝑚𝑚𝑏𝑏

∗) − 𝑠𝑠H𝑟𝑟𝑎𝑎(𝑛𝑛𝑎𝑎∗ ,𝑚𝑚𝑏𝑏
∗) 

−𝜏𝜏𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎∗ + 𝐵𝐵𝑎𝑎. (17) 

 
 
2.2 均衡状態の解析手法 

 

本節では，構築したモデルの均衡状態の特性を

調べるための手法を提示する．そのために，構築

したモデルにポテンシャル関数が存在すること

を明らかにする．その性質を利用すれば，特定の



 

10 

初期状態から創発する安定均衡状態が得られる

ことを示す．そして，この安定均衡状態を効率的

に導出するための数値解析方法を提示する． 
 
(1) ポテンシャル関数 

本節では，均衡状態の特性を調べるために，均

衡条件を満たす居住地・就業地・経路分布ℎ∗が（プ

レイヤーが家計の）ポテンシャルゲームの Nash
均衡状態とみなすことができることを示す．均衡

状態は，均衡条件(15)より，利得関数が𝒖𝒖(𝒉𝒉) =
(𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝 (𝒉𝒉))𝑝𝑝∈𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑎𝑎,𝑏𝑏∈𝒜𝒜 で 与 え ら れ る population 
game の Nash 均衡状態と捉えることができる．

なお，以降では，この population game をゲーム

𝒖𝒖と表記する． 
このゲーム𝒖𝒖は，Sandholm3, 4)により示されて

いるように，任意の𝒉𝒉 ∈ Δ ≡ {𝒉𝒉|𝒉𝒉 ∙ 𝟏𝟏 = 𝐻𝐻,𝒉𝒉 ≥ 𝟎𝟎}に
対して，次の条件を満たす関数𝑓𝑓(𝒉𝒉)が存在すれば，

ポテンシャルゲームである: 
𝜕𝜕𝜕𝜕(𝒉𝒉)
𝜕𝜕ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝 = 𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 (𝒉𝒉) ∀𝑝𝑝 ∈ 𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎 ,∀𝑎𝑎, 𝑏𝑏 ∈ 𝒜𝒜. (18) 

本稿で構築したモデルには，この条件を満足す

る次の関数𝑓𝑓(𝒉𝒉)が存在する: 
𝑓𝑓(𝒉𝒉) = 𝑓𝑓1(𝒎𝒎) − 𝑓𝑓2(𝒏𝒏,𝒎𝒎) − 𝑓𝑓3(𝒙𝒙) + 𝑓𝑓4(𝒏𝒏), (19a) 

𝑓𝑓1(𝒎𝒎) = � �
1
2
𝛼𝛼𝐹𝐹𝑏𝑏(𝒎𝒎) + 𝐷𝐷𝑏𝑏�𝑚𝑚𝑏𝑏

𝑏𝑏∈𝒜𝒜

, (19b) 

𝑓𝑓2(𝒏𝒏,𝒎𝒎) = �(𝑠𝑠H𝑛𝑛𝑏𝑏 + 𝑠𝑠F𝑚𝑚𝑏𝑏)
1
𝜇𝜇𝐾𝐾𝑏𝑏

−1−𝜇𝜇𝜇𝜇

𝑏𝑏∈𝒜𝒜

, (19c) 

𝑓𝑓3(𝒙𝒙) = 𝜏𝜏 � � 𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥) d𝑥𝑥
𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖

0𝑖𝑖𝑖𝑖∈ℒ

, (19d) 

𝑓𝑓4(𝒏𝒏) = �𝐵𝐵𝑎𝑎𝑛𝑛𝑎𝑎
𝑎𝑎∈𝒜𝒜

. (19e) 

ここで，𝑓𝑓1(𝒎𝒎)，𝑓𝑓2(𝒏𝒏,𝒎𝒎)，𝑓𝑓3(𝒙𝒙)，𝑓𝑓4(𝒏𝒏)は，各々，

生産性効果，土地・床面積消費，通勤混雑，アメ

ニティに関する影響を表す関数であり，𝒏𝒏 =
(𝑛𝑛𝑎𝑎)𝑎𝑎∈𝒜𝒜である．以上より，次の命題が得られる: 

 
命題１ ゲーム𝒖𝒖は，ポテンシャル関数が式(19)で
与えられるポテンシャルゲームである． 
 
ゲーム𝒖𝒖がポテンシャルゲームであることから，

その均衡状態は，次の最適化問題の Karush-
Kuhn-Tucker（KKT）条件を満たす𝒉𝒉∗の集合と一

致する: 
max
𝒉𝒉∈Δ

𝑓𝑓(𝒉𝒉). (20) 
この事実は，上記の問題の KKT 条件が均衡条件

式(15)と一致することから容易に確認できる． 
 
(2) ポテンシャル関数と安定均衡状態 

本稿で構築したモデルには正の外部性が考慮

されているため，均衡状態が一意に定まるとは限

らない．この均衡状態の非一意性は，式(20)より，

ポテンシャル関数𝑓𝑓(𝒉𝒉)の形状により確認できる．

これは，𝑓𝑓(𝒉𝒉)が単峰であれば KKT point が唯一に

定まる（i.e., ゲーム𝒖𝒖の均衡状態が一意）一方で，

そうでなければ KKT point が複数存在する（i.e., 
均衡状態が一意に定まらない）ためである．この

事実と𝑓𝑓1(𝒎𝒎)の凸性より，次の命題が得られる: 
 
命題２ ゲーム𝒖𝒖の均衡状態は，必ずしも一意で

はない． 
 
証明 𝑓𝑓1(𝒎𝒎)が凸関数であるため，𝑓𝑓(𝒉𝒉)は必ずし

も凹関数ではなく，凸関数にもなりうる．したが

って，𝑓𝑓(𝒉𝒉)は必ずしも単峰ではない． 
 
命題 2 より，均衡状態が複数存在し得ることが

示された．そこで，均衡選択のために，ゲーム𝒖𝒖の
均衡状態の局所的な漸近安定性を調べる．この均

衡状態の安定性を調べるには，均衡状態への調整

ダイナミクス𝒉̇𝒉 = 𝑽𝑽(𝒉𝒉)を定義する必要がある．こ

こで，𝒉̇𝒉は状態𝒉𝒉の変化速度を表す．本稿では，そ

のダイナミクスとして，次の 2 つの条件を満たす

admissible dynamics を考える: 
[PC] 𝑽𝑽(𝒉𝒉) ≠ 0のときは常に𝑽𝑽(𝒉𝒉) ∙ 𝒖𝒖(𝒉𝒉) > 0． 
[NS] 𝑽𝑽(𝒉𝒉) = 0であれば，𝒉𝒉はゲーム𝒖𝒖の均衡状態． 
条件[PC]は，positive correlation と呼ばれ，調整

ダイナミクスと利得（効用）関数が正の相関を持

つことを要求している．また，[NS]は，Nash 
stationarity と呼ばれる条件であり，調整ダイナ

ミクスの定常状態がゲーム𝒖𝒖の均衡状態と一致す

ることを要求している．なお，この admissible 
dynamics は，best response dynamics，Brown-
von Neumann-Nash dynamics ， projection 
dynamics を特殊ケースに含んでいる 5)． 

ポテンシャルゲーム𝒖𝒖の均衡状態の安定性は，

Sandholm3)で示されているように，次の特性を持

つ: 
 
ポテンシャルゲーム𝒖𝒖において，ポテンシャル

関数𝑓𝑓(𝒉𝒉)を局所的に最大化する均衡状態𝒉𝒉𝑠𝑠は，

admissible dynamics の下で（局所的に）安定で

ある．それ以外の均衡状態𝒉𝒉𝑢𝑢は，不安定である． 
 

したがって，ゲーム𝒖𝒖の均衡状態の安定性は，ポテ

ンシャル関数の形状のみから確認できることが

分かる． 
ポテンシャル関数が有する性質と admissible 

dynamics の性質[PC]より，状態𝒉𝒉0を初期状態と

した際に実現する安定均衡状態𝒉𝒉𝑠𝑠は，ポテンシャ

ル関数を局所的に最大化する𝒉𝒉を𝒉𝒉0から探査する

ことで得られる．すなわち，最適化問題の式(20)
を局所的に解くだけで容易に安定均衡状態を得

ることができる．そこで，次節以降では，その性
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質を利用した安定均衡状態の数値解析手法を提

案する． 
 

(3) 安定均衡状態の数値解析手法 

a) ポテンシャル最大化問題の解法 

本節では，ポテンシャル最大化問題の式(20)を
用いて，初期状態𝒉𝒉0から創発する安定均衡状態を

導出する方法を提案する．素朴には，このポテン

シャル最大化問題を局所的に解くことが考えら

れる．しかし，2.1 (3)節で示したとおり，本モデ

ルには日々，変更することが容易な“通勤経路選

択”と，それが困難な“居住地・就業地選択”の

両方が考えられている．すなわち，状態の調整に

必要な期間が異なる選択行動が存在する．そこで，

本稿では，状態の調整に要する期間の違いを反映

した，数値解析アルゴリズムを提案する． 
本研究で提案する数値解析アルゴリズムは，以

下に示すとおりである: 
 
step1 : 初期状態𝒉𝒉(0)を与えて，繰り返し計算

回数を𝑛𝑛 = 1とする． 
 𝒉𝒉(0)から，居住地・就業地別の家計数

𝑯𝑯(0) = (𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎
(0))を求める． 

𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎
(0) = � ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝(0)

𝑝𝑝∈𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎

. (21) 

step2 : 条件式(16a)，(16b)を満たす状態にお

ける通勤費用𝒄𝒄∗(𝑛𝑛) = (𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝∗(𝑛𝑛)

)𝑎𝑎,𝑏𝑏∈𝒜𝒜,𝑝𝑝∈𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎を

導出する． 
 𝑯𝑯(𝑛𝑛−1)を与件として，以下の最適化問

題を解く． 
min
𝒉𝒉
𝑓𝑓3(𝒙𝒙)   s. t.  式(16b),𝒉𝒉 ≥ 0. (22) 

 得られた𝒉𝒉(𝑛𝑛)から𝒄𝒄∗(𝑛𝑛)を導出する． 
step3 : 通勤費用𝒄𝒄∗(𝑛𝑛)を与件として，𝒉𝒉(𝑛𝑛−1)の

改訂方向𝛿𝛿𝒉𝒉(𝑛𝑛)を求める: 
𝛿𝛿𝒉𝒉(𝑛𝑛) = projΔ�𝑣𝑣�𝒉𝒉(𝑛𝑛), 𝒄𝒄∗(𝑛𝑛)� + 𝒉𝒉(𝑛𝑛)� − 𝒉𝒉(𝑛𝑛), (23a) 
   𝑣𝑣(𝒉𝒉, 𝒄𝒄∗) = (𝑣𝑣𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝 (𝒉𝒉, 𝒄𝒄∗))𝑎𝑎,𝑏𝑏∈𝒜𝒜,𝑝𝑝∈𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎 , (23b) 
𝑣𝑣𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 (𝒉𝒉, 𝒄𝒄∗) = 𝛼𝛼𝐹𝐹𝑏𝑏(𝒎𝒎) + 𝐷𝐷𝑏𝑏 − 𝑠𝑠F𝑟𝑟𝑏𝑏(𝑛𝑛𝑏𝑏,𝑚𝑚𝑏𝑏)

− 𝑠𝑠H𝑟𝑟𝑎𝑎(𝑛𝑛𝑎𝑎,𝑚𝑚𝑎𝑎) − 𝜏𝜏𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝∗ + 𝐵𝐵𝑎𝑎. 

(23c) 

ここで，projΔはΔへの射影を表す． 
step4 : 次の最適化問題からステップサイズ

𝛼𝛼を求める． 
max
𝛼𝛼∈[0,1]

𝑓𝑓�𝒉𝒉(𝑛𝑛−1) + 𝛼𝛼𝛼𝛼𝒉𝒉(𝑛𝑛)�. (24) 
step5 : 解を改訂（𝒉𝒉(𝑛𝑛) = 𝒉𝒉(𝑛𝑛−1) + 𝛼𝛼𝛼𝛼𝒉𝒉(𝑛𝑛)）し

て，収束判定を行う． 
 𝜖𝜖を外生的に与え，�𝒉𝒉(𝑛𝑛−1) − 𝒉𝒉(𝑛𝑛)� < 𝜖𝜖

であれば計算終了． 
 そうでなければ，𝑛𝑛 = 𝑛𝑛 + 1，𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎

(𝑛𝑛−1) =
∑ ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝(𝑛𝑛−1)

𝑝𝑝∈𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎 として step2 に戻る． 
 
このアルゴリズムの各 step は，次の計算を実施

していることと対応する:  
 
step1 : 初期状態を与える． 
step2 : 居住地・就業地を与件として，経路

選択に関する均衡条件式(16a)，(16b)を満

たす通勤費用𝒄𝒄∗を求める． 
step3 : 通勤費要𝒄𝒄∗を与件として，居住地・就

業地・経路別の家計数の変化方向を求め

る． 
step4 : ポテンシャル関数を用いて，居住地・

就業地・経路別の家計数の変化量を決め

る． 
step5 : 収束判定． 
 

この計算手順に従えば，初期状態𝒉𝒉(0)からポテン

シャル関数を局所的に最大化する状態を求める

ことができる．したがって，この数値計算アルゴ

リズムを採用すれば，（admissible dynamics の下

で）初期状態から創発する安定均衡状態を得るこ

とができる． 
 
b) 複雑な交通ネットワークに対応するための数

値計算アルゴリズムの改良 

前項で示した数値計算アルゴリズムでは，𝒉𝒉を
変数として解析を行う．これは，安定均衡状態に

おける𝒉𝒉∗を導出できる一方で，全ての立地点𝑎𝑎, 𝑏𝑏
間の経路集合𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎を列挙する必要が生じることを

意味する．しかし，全ての立地点間の経路を列挙

することは，一次元空間などの極端に単純化され

た空間を考えない限り，ほぼ不可能である．した

がって，前項のアルゴリズムは，実都市を対象と

した解析には利用できない． 
そこで，本項では，複雑な交通ネットワークを

対象とした場合においても，安定的な均衡状態に

おける居住地・就業地別の家計数𝑯𝑯∗とリンク交通

量𝒙𝒙∗を得るためのアルゴリズムを提案する．より

具体的には，𝒉𝒉を𝑯𝑯と𝒙𝒙に分解して，安定均衡状態

を導出することを考える．ここで注目するのは，

“解析に経路集合𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎が必要となるのは，アルゴ

リズムの step2 のみ”であり，“step2 は標準的な

利用者均衡配分（経路選択に関する均衡問題）と

捉えられる”という点である．標準的な交通均衡

配分は，経路列挙が不要となる形に問題を変換可

能であり，複雑な交通ネットワークへの対応方法

が確立している 6)．この性質を利用すると，前項

のアルゴリズムを修正した以下の手順で初期状

態から創発する安定均衡状態の𝑯𝑯∗,𝒙𝒙∗を導出する

ことができる: 
 

step1 : 初期状態𝑯𝑯(0)，𝒙𝒙(0)を与えて，繰り返

し計算回数を𝑛𝑛 = 1とする． 
step2 :  𝑯𝑯(𝑛𝑛−1)を与件として，式(22)と等価な
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以下の問題を解くことで，立地点𝑎𝑎, 𝑏𝑏間の

最短経路の通勤費用𝒄𝒄�∗(𝑛𝑛) = (𝑐̂𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎
∗(𝑛𝑛))𝑎𝑎,𝑏𝑏∈𝒜𝒜 , 

𝒙𝒙∗(𝑛𝑛)を導出する． 
min
𝒙𝒙
𝑓𝑓3(𝒙𝒙), (25a) 

s. t.  �𝑥𝑥𝑗𝑗𝑗𝑗𝑎𝑎

𝑗𝑗

−�𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑎𝑎

𝑗𝑗
 

=

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧ −𝑛𝑛𝑎𝑎 = −� ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑏𝑏
  if 𝑖𝑖 = 𝑖𝑖𝑎𝑎 ,      

 ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎       if 𝑖𝑖 = 𝑖𝑖𝑏𝑏|𝑏𝑏 ∈ 𝒜𝒜,
0        if 𝑜𝑜𝑜𝑜ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒,

 

∀𝑎𝑎 ∈ 𝒜𝒜,  ∀𝑖𝑖 ∈ 𝒩𝒩. (25b) 
step3 : 最短経路の通勤費用𝒄𝒄�∗(𝑛𝑛)を与件とし

て，𝑯𝑯(𝑛𝑛−1)の改訂方向𝛿𝛿𝑯𝑯(𝑛𝑛)を求める: 

𝛿𝛿𝑯𝑯(𝑛𝑛) = projΔ��𝑣𝑣��𝑯𝑯(𝑛𝑛), 𝒄𝒄�∗(𝑛𝑛)� + 𝑯𝑯(𝑛𝑛)� − 𝑯𝑯(𝑛𝑛), (26a) 

   𝑣𝑣�(𝑯𝑯, 𝒄𝒄�∗) = �𝑣𝑣�𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑯𝑯, 𝒄𝒄�∗)�𝑎𝑎,𝑏𝑏∈𝒜𝒜 , (26b) 
𝑣𝑣�𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑯𝑯, 𝒄𝒄�∗) = 𝐷𝐷𝑏𝑏 − 𝑠𝑠F𝑟𝑟𝑏𝑏(𝑛𝑛𝑏𝑏,𝑚𝑚𝑏𝑏)

− 𝑠𝑠H𝑟𝑟𝑎𝑎(𝑛𝑛𝑎𝑎,𝑚𝑚𝑎𝑎) − 𝜏𝜏𝑐̂𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎∗ + 𝐵𝐵𝑎𝑎. (26c) 

ここで，Δ� ≡ {𝑯𝑯|𝑯𝑯 ∙ 𝟏𝟏 = 𝐻𝐻,𝑯𝑯 ≥ 𝟎𝟎}である． 
step4 : 次の最適化問題からステップサイズ

𝛼𝛼を求める． 
max
𝛼𝛼∈[0,1]

𝑓𝑓((1 − 𝛼𝛼)𝑯𝑯(𝑛𝑛−1) + 𝛼𝛼𝑯𝑯� (𝑛𝑛), (1 − 𝛼𝛼)𝒙𝒙(𝑛𝑛−1) + 𝛼𝛼𝒙𝒙�(𝑛𝑛))  
 (27) 

こ こ で ， 𝑓𝑓(𝑯𝑯,𝒙𝒙) = 𝑓𝑓1(𝒎𝒎) − 𝑓𝑓2(𝒏𝒏,𝒎𝒎) −

𝑓𝑓3(𝒙𝒙) + 𝑓𝑓4(𝒏𝒏) , 𝑯𝑯� (𝑛𝑛) = (𝐻𝐻�𝑎𝑎𝑎𝑎
(𝑛𝑛))𝑎𝑎,𝑏𝑏∈𝒜𝒜 =

𝑯𝑯(𝑛𝑛−1) + 𝛿𝛿𝑯𝑯(𝑛𝑛)である．また，𝒙𝒙�(𝑛𝑛)は，𝒙𝒙(𝑛𝑛)

を与件としたときの立地点間の最短経路

の 1 つに交通需要𝐻𝐻�𝑎𝑎𝑎𝑎
(𝑛𝑛)

の全てを利用させ

る場合のリンク交通量である． 
step5 : 解を改訂（𝑯𝑯(𝑛𝑛) = 𝑯𝑯(𝑛𝑛−1) + 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑯𝑯(𝑛𝑛)）

して，収束判定を行う． 
 𝜖𝜖を外生的に与え，�𝑯𝑯(𝑛𝑛−1) −𝑯𝑯(𝑛𝑛)� +

�𝒙𝒙(𝑛𝑛−1) − 𝒙𝒙(𝑛𝑛)� < 𝜖𝜖であれば計算終了． 
 そうでなければ，𝑛𝑛 = 𝑛𝑛 + 1として

step2 に戻る． 
 
なお，このアルゴリズムは，経路選択に関する均

衡条件の式(16a)，式(16b)を step2 で，居住地・就

業地に関する均衡条件の式(16c)，式(16d)を step3，
step4 で解いていることに対応している．以降で

実施する数値計算では，step2 の解析に機械学習

でも使用される Coodinate Descent 法を適用した．

その具体的なアルゴリズムは，杉浦 7)参照． 
 
2.3 反実仮想実験のための準備 
 
本節では，実都市を対象とした反実仮想実験を

実施するための準備を行う．そのために，まず，

Ahlfeldt et al.2) ， Monte et al.8) ， Allen and 
Arkolakis9)などと同様，家計の居住地・就業地選

択に関する異質性を導入する．これにより，モデ

ルの本質的な特徴を失うことなく，反実仮想実験

を行いやすくする．これは，2.1 節で示したモデル

には，データを用いたパラメータ推定が困難であ

ることなどの，反実仮想実験を行ううえでの課題

があるためである．そして，異質性の導入下で，

モデルのパラメータを設定するための方法を提

示する． 
 
(1) 家計の異質性の導入 

本節では，反実仮想実験を容易にするために，

家計の居住地・就業地選択に異質性を導入する注 5)．

具体的には，居住地𝑎𝑎 ∈ 𝒜𝒜，就業地𝑏𝑏 ∈ 𝒜𝒜，経路𝑝𝑝 ∈
𝒫𝒫𝑎𝑎𝑎𝑎の家計𝑘𝑘の効用𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝 (𝑘𝑘)を以下で与える: 
𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑝𝑝 (𝑘𝑘) = 𝑢𝑢𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑝𝑝 + 𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑘𝑘). (28) 
ここで，𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑘𝑘)は家計𝑘𝑘 ∈ [0,𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎]固有の効用であ

り，任意の𝑎𝑎, 𝑏𝑏 ∈ 𝒜𝒜に対して独立で同一の Gumbel
分布からの標本とみなせると仮定する． 
このとき，均衡条件は，経路選択に関する条件

の式(16a)，式(16b)と居住地・就業地に関する以下

の条件で表される: 

𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎 =
exp[𝜃𝜃𝑣𝑣𝑎𝑎𝑎𝑎]

∑ ∑ exp[𝜃𝜃𝑣𝑣𝑐𝑐𝑐𝑐]𝑑𝑑∈𝒜𝒜𝑐𝑐∈𝒜𝒜
𝐻𝐻 ∀𝑎𝑎, 𝑏𝑏 ∈ 𝒜𝒜. (29) 

ここで，𝜃𝜃は家計の異質性の大きさを表すスケー

ルパラメータである． 
異質性を導入した場合においても，前節で示し

た数値解析手法はほとんどそのまま適用できる．

相違点は，ポテンシャル関数𝑓𝑓(𝒉𝒉),𝑓𝑓(𝑯𝑯,𝒙𝒙)にエン

トロピー項− 1
𝜃𝜃
∑ ∑ 𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎 ln𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎𝑏𝑏∈𝒜𝒜𝑎𝑎∈𝒜𝒜 を加える点の

みである注 6)．そこで，以降の解析は，家計に異質

性を導入したモデルを採用する． 
 
(2) パラメータ設定方法 

本節では本モデルの均衡状態を実データと整

合させるために，Ahlfeldt et al.2)に倣ったパラメ

ータ設定方法を提示する．このパラメータは，家

計に対する企業（就業者一人当たり）の土地使用

比率𝑠𝑠F 𝑠𝑠H⁄ ，各立地点の家計数𝑛𝑛𝑎𝑎・企業数𝑚𝑚𝑎𝑎・土

地面積𝐾𝐾𝑎𝑎・土地の地代𝑅𝑅𝑎𝑎・賃金𝑤𝑤𝑎𝑎，居住地・就業

地別の家計数𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎・最短経路の交通費用𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎∗ に関す

るデータが得られているという前提で設定する．

その手順は以下の Step1-6 に示すとおりである． 
 
a) STEP1：デベロッパーの土地投入割合1 − 𝜇𝜇，外

部性の距離減衰パラメータ𝜌𝜌 
床面積の建設費用のうち土地に必要な費用の

割合1 − 𝜇𝜇は，Ahlfeldt et al.2)と同様に，既往研究

で推定された値 0.25 とする．  
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b) STEP2：床面積消費量𝑠𝑠H, 𝑠𝑠F 
家計の単位あたり床面積𝑠𝑠Hおよび企業の単位

当たり床面積𝑠𝑠Fの設定を行う．そのために，式(13)
が以下のように書き換えられることを利用して，

 (𝑠𝑠H)1 𝜇𝜇⁄ を単回帰分析により推定する: 

𝑅𝑅𝑎𝑎 =
1 − 𝜇𝜇
𝜇𝜇

(𝑠𝑠H)
1
𝜇𝜇 �
𝑛𝑛𝑎𝑎 + (𝑠𝑠F 𝑠𝑠H⁄ )𝑚𝑚𝑎𝑎

𝐾𝐾𝑎𝑎
�

1
𝜇𝜇
− 𝐶𝐶. (32) 

そして，推定された(𝑠𝑠H)1 𝜇𝜇⁄ に加えて， 𝜇𝜇， 𝑠𝑠F 𝑠𝑠H⁄
から𝑠𝑠H，𝑠𝑠Fを求める． 
 
c) STEP3：交通費用に関するパラメータ𝜃𝜃𝜃𝜃 
交通費用に関するパラメータ𝜃𝜃𝜃𝜃を推定するため

に，均衡条件式(29)を利用する．具体的には，式

(29)の両辺に自然対数をとり，居住地に関する変

数と就業地に関する変数をそれぞれダミー変数

に置き換える: 
ln[𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎] = −𝜃𝜃𝜃𝜃𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎∗ + 𝐹𝐹𝑎𝑎 + 𝐹𝐹𝑏𝑏 + const. (33) 

ここで，𝐹𝐹𝑎𝑎は居住地𝑎𝑎に関するダミー変数，𝐹𝐹𝑏𝑏は就

業地𝑏𝑏に関するダミー変数，constは定数項を表す．

そして，重回帰分析により𝜃𝜃𝜃𝜃を推定する． 
 
d) STEP4：アメニティ水準に関する項𝜃𝜃(𝐵𝐵𝑎𝑎 −
𝑟𝑟𝑎𝑎𝑠𝑠H)，賃金項𝜃𝜃𝑤𝑤𝑏𝑏 
アメニティ水準に関する項𝜃𝜃(𝐵𝐵𝑎𝑎 − 𝑟𝑟𝑎𝑎𝑠𝑠H)および

賃金項𝜃𝜃𝑤𝑤𝑏𝑏を算出するために，均衡条件式(29)を
以下のように変形する: 

𝑛𝑛𝑎𝑎 = �
exp[𝜃𝜃(𝐵𝐵𝑎𝑎 − 𝑟𝑟𝑎𝑎𝑠𝑠H) − 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎∗ ]

∑ exp[𝜃𝜃(𝐵𝐵𝑑𝑑 − 𝑟𝑟𝑑𝑑𝑠𝑠H) − 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑐𝑐𝑑𝑑𝑑𝑑∗ ]𝑑𝑑∈𝒜𝒜
𝑚𝑚𝑏𝑏

𝑏𝑏∈𝒜𝒜

, (34a) 

𝑚𝑚𝑏𝑏 = �
exp[𝜃𝜃𝑤𝑤𝑏𝑏 − 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎∗ ]

∑ exp[𝜃𝜃𝑤𝑤𝑑𝑑 − 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎∗ ]𝑑𝑑∈𝒜𝒜
𝑛𝑛𝑎𝑎

𝑎𝑎∈𝒜𝒜
. (34b) 

こ の 非 線 形 方 程 式 を 解 く こ と で ， 𝜃𝜃(𝐵𝐵𝑎𝑎 −
𝑟𝑟𝑎𝑎𝑠𝑠H)，𝜃𝜃𝑤𝑤𝑏𝑏を得ることができる．ただし，この非

線形連立方程式は，自由度が１足りないため解が

一意に定まらない．そのため，何らかの基準化を

行う必要がある点に注意が必要である． 
 
e) STEP5：スケールパラメータ𝜃𝜃 
スケールパラメータ𝜃𝜃は，モデルの𝑤𝑤𝑏𝑏の分散が

データと一致するように設定する．具体的には，

STEP4 で得られる𝜃𝜃𝑤𝑤𝑏𝑏の分散𝜎𝜎model2 とデータから

得られる𝑤𝑤𝑏𝑏の分散𝜎𝜎data2 を外生値として，𝜃𝜃を以下

で与える: 

𝜃𝜃 = �
𝜎𝜎model2

𝜎𝜎data2 . (35) 

 
f) STEP6：アメニティ水準𝐵𝐵𝑎𝑎，生産性Prod𝑏𝑏 
居住地のアメニティ水準𝐵𝐵𝑎𝑎と生産性𝐷𝐷𝑏𝑏は，これ

までに得られた変数・パラメータから求める．具

体的には次の関係を利用する: 

𝐵𝐵𝑎𝑎 =
𝜃𝜃(𝐵𝐵𝑎𝑎 − 𝑟𝑟𝑎𝑎𝑠𝑠H)

𝜃𝜃
+ 𝑟𝑟𝑎𝑎𝑠𝑠H, (36a) 

𝐷𝐷𝑏𝑏 =
𝜃𝜃𝑤𝑤𝑏𝑏
𝜃𝜃

+ 𝑟𝑟𝑏𝑏𝑠𝑠F. (36b) 
ここで，𝑟𝑟𝑎𝑎の値は式(12)から得られる． 

次に，得られた𝐵𝐵𝑎𝑎，𝐷𝐷𝑏𝑏を用いて，アメニティ水

準および生産性効果に関する変数選択とパラメ

ータ推定を行う．ここでは，空間的自己相関に対

処するために，固有ベクトル空間フィルタリング
11)を採用する．このアプローチは，地点間距離の

逆数を要素に持つ空間重み行列の固有ベクトル𝒁𝒁
を説明変数に導入するだけで空間的自己相関に

対処できる．それゆえ，詳細・広域な都市内空間

を対象とした分析であっても，容易にパラメータ

推定を実施できるという利点を持つ． 
なお，本稿では𝐵𝐵𝑎𝑎，𝐷𝐷𝑏𝑏を次で与えて， 𝜿𝜿AME，𝜿𝜿PRO

を推定する: 
𝐵𝐵𝑎𝑎 = 𝜿𝜿AME𝑿𝑿𝑎𝑎AME + 𝝂𝝂AME𝒁𝒁𝑎𝑎 

+constAME + 𝛿𝛿𝑎𝑎AME, (37a) 

𝐷𝐷𝑏𝑏 = 𝜿𝜿PRO ∙ 𝑿𝑿𝑏𝑏PRO + 𝝂𝝂PRO𝒁𝒁𝑏𝑏 
+constPRO + 𝛿𝛿𝑏𝑏PRO. 

 
(37b) 

ここで，𝑿𝑿𝑎𝑎AMEは立地点𝑎𝑎のアメニティ水準に関す

る変数（e.g., 地理的条件，土地利用規制），𝜿𝜿AME

はそのパラメータ，𝑿𝑿𝑏𝑏PROは立地点𝑏𝑏の生産性効果

に関する変数， 𝜿𝜿PRO はそのパラメータ，

constAME，constPROは定数項，𝛿𝛿𝑎𝑎AME，𝛿𝛿𝑏𝑏PROは残差

である．また，説明変数に加える空間重み行列の

固有ベクトル𝒁𝒁は，Tiefelsdorf and Griffith12)に基

づき，正の固有値に対応した固有ベクトルのみを

用いる．これは，これらの固有ベクトルが正の空

間相関を捉えることが知られているためである．

用意した説明変数では観測されない効果𝛿𝛿𝑎𝑎AME，
𝛿𝛿𝑏𝑏PROは，パラメータ推定結果と式(37)で計算され

る値との差（i.e., 残差）を与える．この観測され

ない効果を明示的に考えて𝐵𝐵𝑎𝑎，𝐷𝐷𝑏𝑏を設定すること

で，モデルの初期均衡状態がデータと完全に整合

することが保証される． 
 
 
2.4 実都市を対象とした反実仮想実験 
 
(1) 分析対象圏域および使用データ 

本稿では，金沢都市雇用圏を分析対象とする．

具体的には，図-2.2 に示す金沢都市雇用圏を国勢

調査の調査区である小地域に分割した空間を扱

う．そして，ネットワークは DRM の全道路リン

クデータに基づき，金沢都市雇用圏では全道路種

別，その隣接市町村では高速道路自動車道・都市

高速道路・一般国道・主要地方道のみを扱う．こ

の場合，立地点数は 1,656・道路リンク数は

117,175 である．ここでは，各リンクの交通費用
𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥)を以下で与える: 
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𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥) = 1 + 𝑡𝑡0 �
𝑥𝑥
𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖
�
𝛽𝛽

. (38) 

ここで，𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖はリンク𝑖𝑖𝑖𝑖の容量，𝑡𝑡0，𝛽𝛽はパラメータ

であり，前節と同様，土木学会 13)の標準値を採用

する． 
2.3 (3)節で説明したパラメータ設定方法に使用

するデータの出典は次に示すとおりである: 
立地点・就業地別の家計数𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎： 道路交通センサ

ス OD 交通量（2015 年），国勢調査就業者数

（2015 年），経済センサス従業者数（2014 年） 
居住地別家計数𝑛𝑛𝑎𝑎： 国勢調査就業者数（2015年） 
就業地別家計数𝑚𝑚𝑏𝑏： 経済センサス従業者数

（2014 年） 
地代𝑅𝑅𝑎𝑎： 公示地価（2015 年），10 年国債利回り

（2015 年） 
家計に対する企業の土地使用比率𝑠𝑠F 𝑠𝑠H⁄ ： 建築

物ストック統計床面積（2013 年） 
土地面積𝐾𝐾𝑎𝑎： 国勢調査土地面積（2015 年） 
地域間の距離𝑑𝑑𝑎𝑎𝑎𝑎，道路容量𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖： DRM（2019 年），

国勢調査境界データ（2015 年） 
賃金𝑤𝑤𝑎𝑎： 賃金構造基本統計調査 所得等 
アメニティ水準・生産性効果に関する変数𝑿𝑿𝑎𝑎AME，𝑿𝑿𝑏𝑏PRO： 

国土数値情報道路密度メッシュデータ（2010
年），鉄道時系列（2015 年），高速道路時系列

（2015 年），用途地域（2019 年），上水道関連

施設（2010 年），国勢調査境界データ（2015 年） 
なお，データは 2015 年を基準として収集できる

データのうち最も近い時点のものを使用した． 
居住地・就業地毎の家計数𝐻𝐻𝑎𝑎𝑎𝑎は，該当するデー

タを得ることが困難であったため，道路交通セン

サスのＢゾーン単位の OD 交通量を，国勢調査の

就業者数および経済センサスの従業者数により

設定した按分値を用いて按分することで設定し

た．地代は，公示地価に 10 年国債利回りを乗じ

た値を用いた．家計に対する企業の土地使用比率

𝑠𝑠F 𝑠𝑠H⁄ は，単位あたりの就業者数に対する延床面

積と，単位当たりの従業者に対する延床面積の比

で算出した．データは，建築ストック統計から得

られる住宅用・法人用の延床面積と国勢調査・経

済センサスで得られる就業者・従業者数を用いた．

アメニティ水準・生産性に関する変数候補は，次

の 8 種類とした：道路密度（km/km2）・最寄り駅

までの距離（km）・最寄り IC までの距離（km）・

給水区域ダミー・地区面積（km2）・住宅系用途地

域面積（km2）・商業系用途地域面積（km2）・工業

系用途地域面積（km2）． 
 
(2) パラメータ設定の結果 

アメニティ水準，生産性効果に関する変数は，

R 言語 MASS パッケージの stepAIC 関数を用い

て，ステップワイズ法により AIC 基準で変数選択

を行った．パラメータの設定値は表-2.1 に示すと

おりである． 
パラメータ設定の際に実施した Step2，Step3

の回帰分析では，いずれの変数も有意に推定され

た．アメニティ水準に関する変数選択では，道路

密度・給水区域ダミー・地区面積・住宅系用途地

域面積・商業系用途地域面積が採用された．これ

ら全ての変数において，符号が直観と一致するこ

とが確認された．生産性に関する変数選択では，

最寄り駅までの距離・給水区域ダミー・地区面積・

住居系用途地域面積・商業系用途地域面積・工業

図-2.2 対象圏域 

表-2.1 パラメータ設定値 

 項目 設定値 t 値 
𝑠𝑠H  3.312×101 － 
𝑠𝑠F 1.422×101 － 
𝜃𝜃 8.081×10-3 － 
𝜏𝜏 5.043×100 － 

𝜅𝜅AME（道路密度） 1.818×107 6.3925 
𝜅𝜅AME（給水区域ダミ

ー） 7.821×102 14.379 

𝜅𝜅AME（地区面積） 5.636×10-6 2.4492 
𝜅𝜅AME（住居系用途地域

面積） 5.709×10-4 4.0968 
𝜅𝜅AME（商業系用途地域

面積） 2.962×10-3 4.3911 

𝜅𝜅UNI（最寄り駅までの
距離） -1.913×101 

-
8.3013 

𝜅𝜅UNI（給水区域ダミ
ー） 2.510×102 11.082 

𝜅𝜅UNI（地区面積） 9.909×10-6 8.7322 
𝜅𝜅UNI（住居系用途地域

面積） 5.272×10-4 9.1496 
𝜅𝜅UNI（商業系用途地域

面積） 1.693×10-3 5.7255 
𝜅𝜅UNI（工業系用途地域

面積） 7.654×10-4 12.464 

   
𝛼𝛼 4.260×10-2 9.0725 
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系用途地域面積が採用された．ここで，用途地域

面積が全て選択されていることから，生産性には

用途地域（市街化区域）であることが影響してい

ることが分かる．また，こちらもアメニティ水準

と同様，全ての変数において，符号が直観と一致

していた． 
本稿で示したパラメータ設定の手順では，初期

均衡状態が安定になることを保証できない．初期

均衡状態の安定性を保証するためのパラメータ

設定手法は，未だ確立した手法が存在しないこと

から，今後の重要な研究課題である．なお，次節

で実施した数値解析を通じて，本節で設定したパ

ラメータの下では，初期均衡状態は安定均衡状態

であることは確認済みである． 
 
(3) 反実仮想実験 

本節(1)で示したように，反実仮想実験の対象は，

立地点数𝐴𝐴 = 1,656，リンク数𝐿𝐿 = 117,175の地域

である．このため，金沢都市雇用圏（𝐻𝐻 = 371,405）
を対象とした場合でも，比較的大規模なモデルの

解析が必要となる．そこで，本節は，2.2 節で示し

た数値解析手法により，現実的な計算時間で解析

ができるかを確認することを主な目的とする． 
数値解析では，交通容量𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖を一律 5％増加させ

た場合（e.g., 自動運転車の普及）の影響を調べる

ために実施した．Python を利用した数値計算に

かかった時間は 10 分程度であり，2.2 節で提案し

た（素朴な）アルゴリズムであっても，十分な計

算速度であることが確認できた．また，𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖の変化

前後の安定均衡状態における居住地別の家計数𝒏𝒏，
就業地別の家計数𝒎𝒎，リンク交通量𝒙𝒙の変化は図-
2.3 に示すとおりである．ここで，各立地点の家計

数𝑛𝑛𝑎𝑎，𝑚𝑚𝑎𝑎の変化δ𝑛𝑛𝑎𝑎，δ𝑚𝑚𝑎𝑎は，以下の値を用いた: 

δ𝑛𝑛𝑎𝑎 =
𝑛𝑛𝑎𝑎𝐵𝐵 − 𝑛𝑛𝑎𝑎𝐴𝐴

𝐻𝐻
× 100, (39) 

δ𝑚𝑚𝑎𝑎 =
𝑚𝑚𝑎𝑎
𝐵𝐵 − 𝑚𝑚𝑎𝑎

𝐴𝐴

𝐻𝐻
× 100. (40) 

ここで，上付き添え字𝐴𝐴，𝐵𝐵は，パラメータ変化前・

後の安定均衡状態であることを表す．また，リン

ク交通量𝒙𝒙の変化は，その割合(𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝐵𝐵 − 𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝐴𝐴)/𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝐴𝐴を図

示した．その結果から，𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖の増加に伴い，居住地・

就業地・リンク交通量が大きく変化していること

から，“均衡状態の変化が小さいために計算時間が

短縮された”という訳ではないことも確認できた． 
図-2.3 から確認できる人口分布変化は，日本の

都市内部の人口分布の長期的変化に関する実証

的知見 14)と整合している．具体的には，中心部付

近の人口密度低下，郊外部の人口密度上昇が見ら

れた．これは，交通容量が増加することで交通費

用の影響が低下し，より遠方からの移動に対する

抵抗が弱まったため，混雑を避けて経済活動が分

散化したためであると考えられる． 
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図-2.3 反実仮想実験の結果： 
𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖を一律 5％増加させた際の変化 
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第３章 交通・立地統合モデルによる 
ターミナル整備効果の計測 

 

 

 
本章では，表-3.1に示すバスタ整備効果のうち，

「周辺道路の混雑解消効果」，「歩行者の利便性向

上」，「地域経済活性化」の効果を計測する．具体

的には，それぞれの項目での家計・企業の立地変

化およびリンク交通量の変化を計測する．なお，

「交通機能の向上」の効果は第5章にて計測する． 
 

3.1 金沢でのターミナル整備効果 
 
(1) パラメータ設定 

本項では，金沢でのターミナル整備効果を計測

するために必要なパラメータを設定する．そのた

めに，分析対象圏域と使用データを明らかにした

うえで，前章で提示したパラメータ推定法に従っ

てパラメータを設定する． 

a) 分析対象圏域および使用データ 
金沢でのターミナル整備効果は，金沢都市雇用圏

を対象に計測する．具体的には，図-3.1に示す金

沢都市雇用圏を国勢調査の調査区である小地域

に分割した空間を扱う．つまり，地区数が1,656地
区の詳細・広域な実空間を分析対象とする． 
 
対象市町村：金沢都市雇用圏8市町（2005年時点市

町村区分：金沢市，かほく市，白山市，野々市町，

川北町，津幡町，内灘町，宝達志水町）モデル 
 
前章で説明したパラメータ設定に使用するデー

タの出典を表-3.2 に示す．分析対象圏域における

これらのデータを整備し，パラメータ設定に用い

る．なお，データは，2015 年を基準として収集可

表-3.1 計測対象とするバスタ整備効果および効果シナリオの設定概要 
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能なデータのうち最も近い時点のものを使用した． 
地点𝑎𝑎から地点𝑖𝑖への OD 交通量trip𝑎𝑎𝑎𝑎は，道路交

通センサスの B ゾーン単位の OD 交通量を，国勢

調査の就業者数および経済センサスの従業者数に

より設定した按分値を用いて按分することで設定

した． 
居住地別家計数𝑛𝑛𝑎𝑎は，国勢調査の就業者数とし

た．立地分布を図-3.2に示す． 
就業地別家計数𝑚𝑚𝑖𝑖（企業数）は，経済センサス

から設定した対象圏域内の全従業者数に対する当

該町丁目の従業者数の比率に総家計数∑ 𝑛𝑛𝑎𝑎𝑎𝑎 を乗

じた値とした．立地分布を図-3.3に示す． 
地代は，公示地価に 10 年国債利回りを乗じた値

を用いた． 
地域間の移動距離𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎は，DRM の基本道路によ

る町丁目間の最短経路の道路延長を用いた．ただ

し，地区内の移動距離𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎は2 3⁄ �𝐾𝐾𝑎𝑎 𝜋𝜋⁄ とした．ま

た，コミュニケーション外部性における移動距離

は，自身が取引先へ移動するコストと取引相手が

自社まで移動するコストを考えるため，次のよう

に設定した． 
𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎 =

𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖
2

. (3.1) 
賃金𝑤𝑤は，賃金構造基本統計調査の一般労働者

のデータを用いた． 
アメニティ水準・立地点固有の効果に関する変

数のデータは，国土数値情報のデータを用いた．

変数候補としてデータ整備した変数を以下に列挙

する． 
 

図-3.1 金沢での対象圏域と地域分割 

表-3.2 使用データ 

図-3.2 金沢での居住地別家計数 
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 道路延長 
 最寄り駅までの距離 
 用途地域面積：住居系 
 用途地域面積：商業系 
 用途地域面積：工業系 
 医療施設アクセシビリティ 
 福祉施設アクセシビリティ 
 小中学校アクセシビリティ 
 公園アクセシビリティ 
 役所アクセシビリティ 

 
ここでのアクセシビリティACC𝑎𝑎は，Hansen 1)に

よって提案されている指標を参考に，次のように

定義する: 
ACC𝑎𝑎 = �num𝑟𝑟 × 𝑑𝑑𝑎𝑎𝑎𝑎−2.35

𝑟𝑟∈ℒ

. (3.2) 

ここで，num𝑟𝑟は立地点𝑟𝑟に立地している施設数，

𝑑𝑑𝑎𝑎𝑎𝑎は立地点𝑎𝑎から立地点𝑟𝑟までのバス利用での所

要時間である．𝑑𝑑𝑎𝑎𝑎𝑎は次のように算出する: 

𝑑𝑑𝑎𝑎𝑎𝑎 =
dist𝑎𝑎𝑎𝑎walk

speedwalk
+

dist𝑎𝑎𝑎𝑎bus

speedbus
+ time × count𝑎𝑎𝑎𝑎 . 

(3.3) 
ここで，dist𝑎𝑎𝑎𝑎walk は起点𝑎𝑎から終点𝑟𝑟までの総歩行

距離，speedwalk は歩行速度72m/min（日本建築学

会 2)），dist𝑎𝑎𝑎𝑎busは利用するバスルートの総延長，

speedbusはバスの走行速度250m/min（Vunchic3)），

timeは待ち時間 8 分（Hansen1)），count𝑎𝑎𝑎𝑎は乗換

回数である．このアクセシビリティを用いること

で，公共交通の利便性（アクセシビリティ）の向

上による効果を計測することができる． 
 
b) パラメータ設定の結果 
パラメータ設定の与条件 

アメニティ水準，生産性に関する項の変数

𝑿𝑿𝑎𝑎AME,𝑿𝑿𝑖𝑖UNIは，R 言語の MASS パッケージの

stepAIC 関数を用いて，ステップワイズ法により

AIC 基準で変数選択を行った． 
 

パラメータ設定の結果 

パラメータの設定値は表-3.3 に示すとおりで

ある． 
地代パラメータ(𝑠𝑠𝐻𝐻)1 𝜇𝜇⁄ ，𝐶𝐶はともに有意に推定

された．このうち，𝐶𝐶は負の符号で推定された．よ

って，𝐶𝐶は土地開発に伴う単位面積当たりの機会

収入と解釈できる． 
通勤費用項𝜃𝜃𝜃𝜃は，有意に推定され，符号条件に

合った結果を得た． 
アメニティ水準に関する変数のパラメータ

𝜿𝜿AMEでは，道路延長，住宅系用途地域面積，商業

系用途地域面積，工業系用途地域面積，医療施設

までのアクセシビリティ，公園までのアクセシビ

リティが採用された．これら全ての変数において，

符号が直観と一致する結果を得た． 
生産性に関する変数のパラメータ𝜿𝜿UNIでは，道

路延長，最寄り駅までの距離，工業系用途地域面

積，医療施設までのアクセシビリティ，役所まで

のアクセシビリティが採用された．こちらもアメ

ニティ水準と同様に，全ての変数において，符号

が直観と一致する結果を得た．  
以上より，提示した設定方法と整備したデータ

を用いて，次項の金沢でのターミナル整備効果の

計測に必要なパラメータを設定した． 
 

図-3.3 金沢での就業地別家計数 

表-3.3 金沢でのパラメータ設定値 
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(2) 整備効果の計測 
整備効果を計測するにあたり，公共交通ターミ

ナルの位置は，図-3.4のとおり金沢駅周辺と香林

坊周辺の 2 ケースを想定する．各ケースについて，

前述の「周辺道路の混雑解消効果」，「歩行者の利

便性向上」，「地域経済活性化」の 3 項目での各立

地点における家計数および企業数のシェア変化

とリンク交通量の変化率を計測する．家計数のシ

ェア変化は(𝑛𝑛𝑎𝑎𝜔𝜔 − 𝑛𝑛𝑎𝑎∗ ) 𝑁𝑁⁄ × 100で表し，企業数のシ

ェア変化は(𝑚𝑚𝑖𝑖
𝜔𝜔 −𝑚𝑚𝑖𝑖

∗) 𝑁𝑁⁄ × 100で表す．ここで，

上付き添字∗は基準均衡状態，𝜔𝜔は通勤費用変化後

の均衡状態である．また，リンク交通量𝒙𝒙の変化は，

その割合�𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝜔𝜔 − 𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖∗ � 𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖∗� を図示した． 
 
a) 周辺道路の混雑解消効果 

ここでは，公共交通ターミナルが整備されるこ

とにより，ターミナルの前面道路や集約されるバ

ス停が存在する周辺道路で，交通混雑が解消する

ことを想定し，その効果を計測する． 
 
計測の前提条件 

図-3.5 に示す道路の混雑が解消すると仮定し

て交通容量を増加させる．具体的には，道路交通

センサスの修正係数のうち，バス停やタクシー乗

り場による影響の修正係数 0.65 を用いて，該当す

る道路の交通容量に 1/0.65 を乗じることで設定

する．ここで，対象とする道路の範囲は図 3.5 に

示すとおりとした．範囲は，事例を参考（例えば，

図-3.6）に，ターミナル整備位置に隣接する道路

の約 500m の範囲を対象とした．加えて，香林坊

では，データ整備時に設定した乗り換え可能な範

囲に含まれるバス停（図 3.7）が，バスターミナ

ル整備により集約されると仮定し，そのバス停に

隣接する道路も交通容量を増加させる対象とし

た． 
 

計測結果 

計測結果を図-3.8，図-3.9，図-3.10 に示す． 
金沢駅周辺でのターミナル整備を想定した場合，

家計は金沢駅周辺の中心市街地や宝達志水町で

減少する一方で，東金沢駅周辺・津幡町・川北町

図-3.7 香林坊での乗り換え可能なバス停の設定 

香林坊 

直径

500m 

金沢駅 
直径 500m 

図-3.4 金沢都市雇用圏での想定する 
公共交通ターミナルの位置 

金沢駅 

香林坊 

図-3.5 金沢での交通容量増加の対象となる

道路 

※前面道路の混雑状況を西新宿 1 丁目交差点～新宿四

丁目交差点間（およそ 500m）で確認している． 
 

図-3.6 バスタ新宿での 

前面道路（国道20号）の影響把握 
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で増加した．企業は，家計と共通の傾向に加えて，

野々市市で増加傾向となっており，家計と比べて，

やや市街地寄りの地区で増加が見られた．リンク

交通量の変化では，交通容量増の対象道路に着目

すると，リンク交通量の変化率は増加（平均：

0.038，最大：0.053，最小：0.021）した． 

上記の結果のうち，家計や企業の立地が中心市

街地で減少し，津幡町や川北町といった郊外で増

加したのは，交通混雑が解消されることで，長距

離移動に対する抵抗が下がり，郊外へ立地するこ

とのインセンティブが高まったためと考えられ

る．また，交通容量増の道路でリンク交通量が増

図-3.8 金沢での周辺道路の混雑解消効果：就業地別家計数のシェア変化 

野々市 

a) 金沢駅周辺を想定した場合 b) 香林坊周辺を想定した場合 

図-3.9 金沢での周辺道路の混雑解消効果：就業地別家計数（企業数）のシェア変化 
a) 金沢駅周辺を想定した場合 b) 香林坊周辺を想定した場合 

図-3.10 金沢での周辺道路の混雑解消効果：各リンクの交通量変化 
a) 金沢駅周辺を想定した場合 b) 香林坊周辺を想定した場合 
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加したのは，より多くの交通が処理できるように

なったためと考えられる． 
香林坊周辺でのターミナル整備を想定した場合

のシェア変化の傾向は，金沢駅周辺整備での想定

した場合と同様となり，大きな違いは見られなか

った．ただし，東金沢駅周辺の増加程度や金沢駅

北側の減少程度など，変化の幅はやや金沢駅周辺

整備を想定した場合の方が大きくなった．また，

リンク交通量の変化については，交通容量増の対

象道路におけるリンク交通量の変化率は平均で

増加した（平均：0.054，最大：0.417，最小：-0.080）． 
香林坊のケースで，変化の程度に違いが見られ

た（i.e., 金沢駅のケースの方が変化の程度が大き

い）のは，交通容量増加の対象となる道路の現状

の交通容量（図-3.11）が，金沢駅のケースの方が

小さいためと考える．つまり，金沢駅のケースの

方が交通容量増加によるボトルネック解消の効

果が大きかったために影響が大きくなったと考

える． 
 
b) 歩行者の利便性向上 

ここでは，公共交通ターミナルが整備されるこ

とにより，バス停間の移動時間と待ち時間が短縮

されることを想定し，その効果を計測する． 
 
計測の前提条件 

図-3.7 に示す，金沢駅周辺と香林坊周辺の乗り

換え可能な範囲に含まれるバス停間の移動時間

と待ち時間を以下のとおりに仮定して，アクセシ

ビリティ（式(3.2)，式(3.3)）を向上させる．この

とき，移動時間ゼロは，バス停が集約化されるこ

とにより，これまで必要であった移動が不要にな

ることを表現している．待ち時間の短縮は，乗継

が便利になることで，これまで乗り損なっていた

バスに乗車できるといった，機会損失が解消され

ることを表現している． 
 
 移動時間：現状⇒ゼロ 
 待ち時間：8分※⇒5分 

 
なお，バス停が集約化されたとしても，実際には

バス乗り場間の移動があり，移動時間はゼロでは

無いが，簡便化の観点からゼロと設定した． 
※参考：Hansen, W. G.: How Accessibility Shapes Land 

Use, Journal of the American Institute of Planners, 
Vol.25, No.2, pp.73-76, 1959. 

 
計測結果 

計測結果を図-3.12，図-3.13，図-3.14 に示す． 
金沢駅周辺でのターミナル整備を想定した場合，

家計は，金沢駅周辺の中心市街地では金沢駅南側

が減少し北側が増加する結果となった．企業は，

中心市街地では金沢駅北側および南側がおおむ

ね減少し金沢駅西側から野々市市にかけて増加

する結果となった． 
本結果のうち，前述の周辺道路の混雑解消効果

と比較すると，中心市街地の一部で増加（家計で

は金沢駅北側が増加，企業では金沢駅西側が増加）

図-3.11 現状の交通容量 

図-3.12 金沢での歩行者の利便性向上：就業地別家計数のシェア変化 
a) 金沢駅周辺を想定した場合 b) 香林坊周辺を想定した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金沢駅  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 香林坊 
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する点が異なった．これは，向上させるアクセシ

ビリティの対象となる施設の立地が中心市街地

の南東側に集中（図-3.15，図-3.16，図-3.17）し，

かつ，今回の条件では，金沢駅を東西に跨ぐよう

な OD の場合，最短経路に金沢駅での乗換が含ま

れる傾向にあり，移動時間と待ち時間の短縮対象

になったためだと考える．一方で、金沢駅の南東

側で家計や企業が減少したのは，式(3.2)，(3.3)の
とおり，アクセシビリティ指標は，対象施設まで

の距離が近いほど改善効果が低いため，対象施設

の立地が多い中心市街地の南東側では効果が低

くなり，当該エリアでの家計・企業の立地数の減

野々市 

図-3.13 金沢での歩行者の利便性向上：就業地別家計数（企業数）のシェア変化 
a) 金沢駅周辺を想定した場合 b) 香林坊周辺を想定した場合 

図-3.14 金沢での歩行者の利便性向上：各リンクの交通量変化 
a) 金沢駅周辺を想定した場合 b) 香林坊周辺を想定した場合 

 

 

 

 

 

 

 金沢駅 

野々市 

図-3.15 金沢での医療施設の立地および 

アクセシビリティ 

図-3.16 金沢での公園の立地および 

アクセシビリティ 
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少につながったと考えられる． 
香林坊周辺でのターミナル整備を想定した場合，

金沢駅周辺での整備と比べて，家計・企業ともに，

中心市街地における増加傾向がより顕著になっ

た． 
これは，香林坊周辺での想定の方が影響の受け

る OD が多いため（表-3.4）と考えられる．また，

中心市街地の南東側は対象施設の立地が多く，施

設までの距離が近いにも関わらず，金沢駅周辺で

の整備と比べて増加傾向となったのは，所要時間

短縮の程度（表-3.4）が金沢駅のケースよりも大

きいことから，それに伴って改善効果が高まった

ためと考える． 
 
c) 地域経済活性化 

ここでは，公共交通ターミナルが整備される

ことにより，土地の高度利用が図られることを

想定し，その効果を計測する． 
 

計測の前提条件 

土地の高度利用は，当該地区の土地面積を公

共用地分増加させることで設定した．具体的に

は，想定したターミナル整備位置のある地区の

境界から 500m 圏内にかかる地区を周辺地区と

位置づけて（図-3.18），周辺地区に存在する公

共用地を集約化してターミナルを整備すると仮

定した．集計した公共施設等用地を目安に，土

地面積の増加分は表-3.5 のとおり設定した． 
 
計測結果 

計測結果を図-3.19，図-3.20，図-3.21 に示す． 
金沢駅周辺でのターミナル整備を想定した場合，

前述の周辺道路の混雑解消効果と比べると，シェ

ア変化はほぼ同様の傾向となった．ただし，土地

の高度利用の対象となった地区では家計・企業の

立地が増加するといった特徴的な違いが見られた．

加えて，リンク交通量の変化率では，周辺道路の

混雑解消効果で交通容量増の対象とした道路に着

目すると，増加程度（平均：0.012，最大：0.036，
最小：-0.001）が小さくなった．このようないくつ

かの違いも見られた． 
香林坊周辺でのターミナル整備を想定した場合

も同様に，家計・企業ともに，前述の周辺道路の

混雑解消効果と同様の傾向となった．一方で，リ

ンク交通量の変化率を見ると，周辺道路の混雑解

消効果で交通容量増の対象とした道路は平均で減

少（平均：-0.002，最大 0.013，最小-0.062）し，

結果に違いが見られた．また，金沢駅周辺整備を

想定した場合と比較すると，シェア変化の幅は同

図-3.17 金沢での役所の立地および 

アクセシビリティ 

表-3.4 対象となる OD の所要時間 

図-3.18 金沢での対象地区と周辺地区 

表-3.5 金沢での対象地区の 

公共用地の増加(m2) 
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程度となった．これは，土地面積の増加の割合が

金沢駅のケースと香林坊のケースどちらも約 5 割

と同程度であるためと考えられる． 
  

図-3.19 金沢での地域経済活性化：居住地別家計数のシェア変化 
a) 金沢駅周辺を想定した場合 b) 香林坊周辺を想定した場合 

図-3.20 金沢での地域経済活性化：就業地別家計数（企業数）のシェア変化 
a) 金沢駅周辺を想定した場合 b) 香林坊周辺を想定した場合 

図-3.21 金沢での地域経済活性化：各リンクの交通量変化 
a) 金沢駅周辺を想定した場合 b) 香林坊周辺を想定した場合 
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3.2 札幌でのターミナル整備効果 
(1) パラメータ設定 

本項では，札幌におけるターミナル整備効果を

計測するために必要なパラメータを設定する．そ

のために，分析対象圏域と使用データを明らかに

したうえで，前章で提示したパラメータ推定法に

従ってパラメータを設定する． 
 
a) 分析対象圏域および使用データ 
札幌でのターミナル整備効果は，札幌都市雇用

圏を対象に計測する．具体的には，図 3.22に示す

札幌都市雇用圏を国勢調査の調査区である小地

域に分割した空間を扱う．つまり，地区数が6,653
地区の詳細・広域な実空間（金沢都市雇用圏の約

4倍の地区数）を分析対象とする． 
パラメータ設定に使用するデータの出典は，金

沢都市雇用圏と同様であり，表-3.2のとおりであ

る． 
 
対象市町村：札幌都市雇用圏10市町（2005年時点

市町村区分：札幌市，小樽市，江別市，北広島市，

石狩市，当別町，新篠津村，余市町，赤井川村，

南幌町） 
 
各データの設定方法も金沢都市雇用圏と同様で

ある．居住地別家計数𝑛𝑛𝑎𝑎および就業地別家計数𝑚𝑚𝑖𝑖
（企業数）の立地分布は図-3.23，図-3.24 のとお

りである．また，家計に対する企業の土地使用比

率𝑠𝑠𝐹𝐹 𝑠𝑠𝐻𝐻⁄ は，北海道の各データから𝑠𝑠𝐹𝐹 𝑠𝑠𝐻𝐻⁄ = 0.402
が得られた． 
 
b) パラメータ設定の結果 
パラメータ設定の与条件 

金沢都市雇用圏と同様に，アメニティ水準，生産

性に関する項の変数𝑿𝑿𝑎𝑎AME,𝑿𝑿𝑖𝑖UNIは，R 言語の

MASS パッケージの stepAIC 関数を用いて，ステ

ップワイズ法によりAIC基準で変数選択を行った．

ただし，全説明変数候補を対象とした推定結果に

符号条件が妥当でない（ACC のパラメータ推定値

が負となる等）ものが含まれる場合，それを除い

て再度推定を実施するといった工程を繰り返し実

施した．また，説明変数候補のうち固有ベクトル

𝒁𝒁は，正の固有値で大きさが上位 500 のものに対

応する固有ベクトルを扱った． 
 
パラメータ設定の結果 

パラメータの設定値は表-3.6 に示すとおりで

ある． 
地代パラメータ(𝑠𝑠𝐻𝐻)1 𝜇𝜇⁄ ，𝐶𝐶はともに有意に推定

された．このうち，𝐶𝐶は負の符号で推定された．よ

って，𝐶𝐶は土地開発に伴う単位面積当たりの機会

収入と解釈できる． 
通勤費用項𝜃𝜃𝜃𝜃は，有意に推定され，符号条件に

合った結果を得た． 
アメニティ水準に関する変数のパラメータ

𝜿𝜿AMEでは，道路延長，住宅系用途地域面積，商業

系用途地域面積，工業系用途地域面積，医療施設

までのアクセシビリティ，公園までのアクセシビ

リティが採用された．これら全ての変数において，

符号が直観と一致する結果を得た． 
生産性に関する変数のパラメータ𝜿𝜿UNIでは，道

路延長，住宅系用途地域面積，商業系用途地域面

積，工業系用途地域面積，医療施設までのアクセ
図-3.22 札幌での対象圏域と地域分割 

図-3.23 札幌での居住地別家計数 

図-3.24 札幌での就業地別家計数 
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シビリティ，福祉施設までのアクセシビリティ，

小中学校施設までのアクセシビリティが採用さ

れた．こちらもアメニティ水準と同様に，全ての

変数において，符号が直観と一致する結果を得た． 
以上より，提示した設定方法と整備したデータ

を用いて，次項の札幌でのターミナル整備効果の

計測に必要なパラメータを設定した． 
 
(2) 整備効果の計測 
整備効果を計測するにあたり，公共交通ターミ

ナルの位置は図-3.25 を想定する．金沢と同様，

前述の「周辺道路の混雑解消効果」，「歩行者の利

便性向上」，「地域経済活性化」の 3 項目での各立

地点における家計数および企業数のシェア変化

とリンク交通量の変化を計測する．  
 
a) 周辺道路の混雑解消効果 

ここでは，公共交通ターミナルが整備されるこ

とにより，ターミナルの前面道路や集約されるバ

ス停が存在する周辺道路で混雑が解消すること

を想定し，その効果を計測する． 
 

計測の前提条件 

図-3.26 に示す道路の混雑が解消すると仮定し

て交通容量を増加させる．具体的には，金沢と同

様，道路交通センサスの修正係数のうち，バス停

やタクシー乗り場による影響の修正係数 0.65 を

用いて，該当する道路の交通容量に 1/0.65 を乗じ

ることで設定する． 
 

表-3.6 札幌でのパラメータ設定値 

図-3.25 札幌都市雇用圏での想定する 
公共交通ターミナルの位置 

図-3.26 札幌での交通容量増加の対象となる道

路 

直径 500m 
札幌駅 

図-3.27 札幌駅で乗り換え可能なバス停の設定 
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計測結果 

計測結果を図-3.28，図-3.29，図-3.30 に示す． 
家計は，都市雇用圏の中心である札幌駅周辺で

減少する一方で，発寒駅周辺・新札幌駅周辺・小

樽市などで増加となった．企業は，江別市・新札

幌駅周辺・北広島市などの都市圏東側全般や小樽

市などの西側全般が増加となった．また，札幌駅

周辺は概ね減少した．リンク交通量の変化では，

交通容量増の対象道路に着目すると，リンク交通

量の変化率は平均で増加（平均：0.124，最大：

0.350，最小：-0.028）した． 
結果のうち，都市雇用圏の中心が減少して郊外

が増加する傾向は，金沢と同様であった．これは

金沢と同様，交通混雑が解消されることで，長距

離移動に対する抵抗が下がり，郊外へ立地するこ

とのインセンティブが高まったためと考えられ

る．また，リンク交通量の変化率の増加に関して

も，金沢と同様，交通容量の増加によって，より

多くの交通が処理できるようになったためと考

えられる．  
 
b) 歩行者の利便性向上 

ここでは，公共交通ターミナルが整備されるこ

とにより，バス停間の移動時間と待ち時間が短縮

されることを想定し，その効果を計測する． 
 
計測の前提条件 

図 3.27 に示す，札幌駅周辺の乗り換え可能な

範囲に含まれるバス停間の移動時間と待ち時間

を，金沢と同様に以下のとおりに仮定して，アク

セシビリティ（式(3.2)，式(3.3)）を向上させる． 
 
 移動時間：現状⇒ゼロ 
 待ち時間：8分※⇒5分 

 
計測結果 

計測結果を図-3.31，図-3.32，図-3.33 に示す． 
家計は，周辺道路の混雑解消効果と同様に，札

幌駅南側での減少および発寒駅周辺・新札幌駅周

辺・小樽市などでの増加が見られた．一方，札幌

駅北側の中心市街地で増加しており，周辺道路の

混雑解消効果とは異なる結果となった．これは家

計の変数として採用された施設のアクセシビリ

ティのうち（図-3.34，図-3.35），医療施設の立地

が比較的札幌駅南側に集積しており，金沢での結

果と同様の理由から生じたものと考えられる．  

図-3.28 札幌での周辺道路の混雑解消効果： 
居住地別家計数のシェア変化 

図-3.29 札幌での周辺道路の混雑解消効果： 
就業地別家計数（企業数）のシェア変化 

図-3.30 札幌での周辺道路の混雑解消効果： 
各リンクの交通量変化 

図-3.31 札幌での歩行者の利便性向上： 
居住地別家計数のシェア変化 
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企業も，周辺道路の混雑解消効果と同様に，江

別市・新札幌駅周辺・北広島市などの都市圏東側

全般や小樽市などの西側全般で増加が見られた．

一方で，周辺道路の混雑解消の効果と比較した場

合，家計と同様に，札幌駅北側の中心市街地で増

加となる地区が見られた．こちらも，企業の変数

として採用された施設のアクセシビリティのう

ち（図-3.34，図-3.36，図-3.37），医療施設の立

地が影響しているものと考えられる． 
 
c) 地域経済活性化 

ここでは，公共交通ターミナルが整備される

ことにより，土地の高度利用が図られることを

想定し，その効果を計測する． 

図-3.32 札幌での歩行者の利便性向上： 
就業地別家計数（企業数）のシェア変化 

図-3.33 札幌での歩行者の利便性向上： 
各リンクの交通量変化 

図-3.34 札幌での医療施設の立地および 

アクセシビリティ 

図-3.35 札幌での公園の立地および 

アクセシビリティ 

図-3.36 札幌での福祉施設の立地および 

アクセシビリティ 

図-3.37 札幌での小中学校の立地および 

アクセシビリティ 
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計測の前提条件 

土地の高度利用は，金沢と同様に，想定した

位置周辺の地区（地区境界から 500m 圏内にか

かる地区（図-3.38））に存在する公共用地を集

約化して整備すると仮定し，集計した公共施設

等用地を目安に表-3.7のとおり設定した．ただ

し，金沢のケースと異なり，公共施設等用地の

集計値が地区面積を超過したため，公共用地は

地区面積と同値に設定した． 
 
計測結果 

計測結果を図-3.39，図-3.40，図-3.41 に示す． 
家計は，周辺道路の混雑解消効果とほとんど同

様の結果となった．具体的には，都市雇用圏の中

心である札幌駅周辺で減少する一方で，発寒駅周

辺・新札幌駅周辺・小樽市などで増加となった． 
企業も，周辺道路の混雑解消効果とほとんど同

様の結果となった．具体的には，江別市・新札幌

駅周辺・北広島市などの都市圏東側全般や小樽市

などの西側全般が増加となった．また，札幌駅周

辺は概ね減少した． 
リンク交通量の変化では，交通容量増の対象道

路に着目すると，リンク交通量の変化率は平均で

減少（平均：-0.031，最大：0.026，最小：-0.091）
した．この点は，金沢のケースと同様，周辺道路

の混雑解消効果と異なる傾向である． 

参考文献 
1) Hansen, W. G. (1959) “How Accessibility Shapes Land 

Use,” Journal of the American Institute of Planners, 
Vol.25, No.2, pp.73-76. 

2) 日本建築学会 (2003) 建築設計資料集成【人間】, 丸
善出版. 

3) Vunchic, V. R. (1990) 都市の公共旅客輸送 そのシス

テムとテクノロジー, 技報堂出版. 
 

図-3.38 札幌での対象地区と周辺地区 

表-3.7 札幌での対象地区の 

公共用地の増加(m2) 

図-3.39 札幌での地域経済活性化： 
居住地別家計数のシェア変化 

図-3.40 札幌での地域経済活性化： 
就業地別家計数（企業数）のシェア変化 

図-3.41 札幌での地域経済活性化： 
各リンクの交通量変化 
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第４章 空間的応用一般均衡モデルに基づく 
政策効果分析手法 

 

 

 
4.1 モデル 
 
本節では，Pflüger and Tabuch1)に基づくモデ

ルを示す． 
 

(1) 地域・経済環境の設定 
地域は離散的に𝐾𝐾箇所存在し，地域の集合を

 𝒦𝒦 ≡ {1,2,⋯ ,𝐾𝐾}と表現する．地域𝑖𝑖 ∈ 𝒦𝒦の面積は𝐴𝐴𝑖𝑖
とする．次に，この経済には消費者と企業が存在

する．消費者は，地域全体に𝐻𝐻存在し，居住する地

域𝑖𝑖を選択できる．各地域𝑖𝑖に立地する消費者の数

をℎ𝑖𝑖 ≥ 0と表現する．消費者は自地域の企業に労

働を非弾力的に 1 単位供給する．企業は，収穫逓

増の技術により，労働と土地を生産要素として，

差別化された財を生産する． 
 

(2) 主体の行動 
a) 消費者行動 
消費者が居住することによる効用を Cobb-

Douglas 型の効用関数により表現する: 

𝑈𝑈𝑖𝑖 = 𝑢𝑢�𝑖𝑖 �
𝑎𝑎𝑖𝑖
𝛼𝛼
�
𝛼𝛼
�
𝑄𝑄𝑖𝑖

1 − 𝛼𝛼
�
1−𝛼𝛼

,  (1a) 

𝑄𝑄𝑖𝑖 = ��� 𝑞𝑞𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑘𝑘)
𝜎𝜎−1
𝜎𝜎 d𝑘𝑘

𝑛𝑛𝑗𝑗

0𝑗𝑗∈𝒦𝒦

�

𝜎𝜎
𝜎𝜎−1

. (1b) 

ここで，α ∈ (0,1)は土地への支出割合を表すパラ

メータ，𝑢𝑢�𝑖𝑖は地域𝑖𝑖のアメニティ水準（e.g., 気候，

地形条件）を表す所与の定数，𝑎𝑎𝑖𝑖は土地の消費量，

𝑄𝑄𝑖𝑖は差別化財の消費により得られる部分効用を表

す．𝑛𝑛𝑗𝑗は地域𝑗𝑗で生産される差別化財のバラエティ

（種類）数，𝑞𝑞𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑘𝑘)は地域𝑗𝑗で生産され地域𝑖𝑖で消費

される財バラエティ𝑘𝑘の消費量である．𝜎𝜎 > 1はこ

れらの財バラエティ間の代替の弾力性である． 
消費者の予算制約は次のとおりである: 

𝑦𝑦𝑖𝑖 = 𝑟𝑟𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖 + �� 𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑘𝑘)𝑞𝑞𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑘𝑘)d𝑘𝑘
𝑛𝑛𝑗𝑗

0𝑗𝑗∈𝒦𝒦

. (2) 

ここで，𝑟𝑟𝑖𝑖は地代，𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑘𝑘)は地域𝑗𝑗で生産されて地域

𝑖𝑖で消費される財バラエティ𝑘𝑘の価格を表す． 

消費者の所得𝑦𝑦𝑖𝑖は賃金𝑤𝑤𝑖𝑖と地代収入𝑤𝑤�𝑅𝑅からな

る: 
𝑦𝑦𝑖𝑖 = 𝑤𝑤𝑖𝑖 + 𝑤𝑤�𝑅𝑅 . (3) 

ここで，全ての土地が全消費者により均等に所有

されていると仮定し，消費者の地代収入は以下で

与えられる: 

𝑤𝑤�𝑅𝑅 =
∑ 𝑟𝑟𝑖𝑖�𝑎𝑎𝑖𝑖ℎ𝑖𝑖 + 𝑎𝑎𝑖𝑖𝐹𝐹𝑛𝑛𝑖𝑖�𝑖𝑖∈𝒦𝒦

𝐻𝐻
. (4) 

効用最大化問題から，土地，財の消費量𝑎𝑎𝑖𝑖，𝑞𝑞𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑘𝑘)
と財消費の部分効用𝑄𝑄𝑖𝑖が得られる: 

𝑎𝑎𝑖𝑖 = 𝛼𝛼
𝑦𝑦𝑖𝑖
𝑟𝑟𝑖𝑖

, (5a) 

𝑞𝑞𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑘𝑘) = �
𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑘𝑘)
𝑃𝑃𝑖𝑖

�
−𝜎𝜎

𝑄𝑄𝑖𝑖 , (5b) 

𝑄𝑄𝑖𝑖 = (1 − 𝛼𝛼)
𝑦𝑦𝑖𝑖
𝑃𝑃𝑖𝑖

. (5c) 
ここで，𝑃𝑃𝑖𝑖は財の価格指数であり，以下で定義さ

れる: 

𝑃𝑃𝑖𝑖 = ��� 𝑝𝑝𝑗𝑗𝑗𝑗(𝑘𝑘)1−𝜎𝜎d𝑘𝑘
𝑛𝑛𝑗𝑗

0𝑗𝑗∈𝒦𝒦

�

1
1−𝜎𝜎

. (6) 

式(1a)に式(5a)，式(5c)を代入すると，地域𝑖𝑖に居

住する消費者の間接効用𝑣𝑣𝑖𝑖は次のように表され

る: 
𝑣𝑣𝑖𝑖 = 𝑢𝑢�𝑖𝑖𝑟𝑟𝑖𝑖−𝛼𝛼𝑃𝑃𝑖𝑖−

(1−𝛼𝛼)𝑦𝑦𝑖𝑖 . (7) 
 
b) 企業行動 
企業は，独占的競争市場下で土地・労働を投入

して財を生産する．規模の経済，消費者の多様性

選好，ならびに供給できる財のバラエティ数に制

限が無いことから，どの企業も必ず他企業とは異

なるバラエティの財を生産する．このため，地域

𝑖𝑖で生産を行う企業数は，供給する財のバラエティ

数𝑛𝑛𝑖𝑖と等しくなる．以降では，地域𝑖𝑖でバラエティ

𝑘𝑘を生産する企業を地域𝑖𝑖の企業𝑘𝑘と呼ぶ． 
地域𝑖𝑖の企業𝑘𝑘が財バラエティ𝑘𝑘を生産するには，

1 単位の固定的な投入と生産量𝑠𝑠𝑖𝑖(𝑘𝑘)に応じた

𝜓𝜓𝑠𝑠𝑖𝑖(𝑘𝑘)の限界的な投入が必要となる．Cobb-
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Douglas 型の生産技術を仮定するため，土地・労

働の投入量との関係は以下となる: 

1 + 𝜓𝜓𝑠𝑠𝑖𝑖(𝑘𝑘) = �
𝑎𝑎𝑖𝑖𝐹𝐹(𝑘𝑘)
𝛽𝛽

�
𝛽𝛽

�
𝑙𝑙𝑖𝑖(𝑘𝑘)
1 − 𝛽𝛽

�
1−𝛽𝛽

. (8) 

ここで，𝛽𝛽 ∈ (0,1)は土地の投入割合を表すパラメ

ータ，𝑎𝑎𝑖𝑖𝐹𝐹(𝑘𝑘)，𝑙𝑙𝑖𝑖(𝑘𝑘)は，各々，地域の企業が投入す

る土地，労働量である． 
財の地域間輸送には氷塊型の輸送費用がかか

ると仮定する．このため，地域𝑖𝑖で生産された財バ

ラエティ𝑘𝑘の地域𝑗𝑗における需要量𝑞𝑞𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑘𝑘)と供給量

𝑠𝑠𝑖𝑖(𝑘𝑘)との間に，次の関係が成立する: 
𝑠𝑠𝑖𝑖(𝑘𝑘) = �𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖𝑞𝑞𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑘𝑘)ℎ𝑗𝑗

𝑗𝑗∈𝒦𝒦

. (9) 

地域𝑖𝑖の企業𝑘𝑘は，独占的競争を仮定しているこ

とから，地域𝑗𝑗の消費者の需要関数𝑞𝑞𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑘𝑘)を所与と

して，生産する財バラエティ𝑘𝑘の価格𝒑𝒑𝑖𝑖(𝑘𝑘) =
(𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑘𝑘))𝑗𝑗∈𝒦𝒦と土地・労働の投入量𝑎𝑎𝑖𝑖𝐹𝐹(𝑘𝑘)，𝑙𝑙𝑖𝑖(𝑘𝑘)を設

定する．その利潤最大化行動は，次のように定式

化できる: 
max

𝒑𝒑𝑖𝑖(𝑘𝑘),𝑎𝑎𝑖𝑖
𝐹𝐹(𝑘𝑘),𝑙𝑙𝑖𝑖(𝑘𝑘)

𝜋𝜋𝑖𝑖(𝑘𝑘), (10a) 
s.t. (5b), (8), (9). (10b) 

ここで，𝜋𝜋𝑖𝑖(𝑘𝑘)は利潤であり，収入から土地・労働

の費用を引いた，以下の形で与えられる: 
𝜋𝜋𝑖𝑖(𝑘𝑘) = �𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑘𝑘)𝑞𝑞𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑘𝑘)ℎ𝑗𝑗 − 𝑟𝑟𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖𝐹𝐹(𝑘𝑘)

𝑗𝑗∈𝒦𝒦
− 𝑤𝑤𝑖𝑖𝑙𝑙𝑖𝑖(𝑘𝑘). 

(11) 

この利潤最大化問題を解くと，財バラエティの

価格𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑘𝑘)，土地・労働の投入量𝑎𝑎𝑖𝑖𝐹𝐹(𝑘𝑘)，𝑙𝑙𝑖𝑖(𝑘𝑘)が得

られる: 
𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑘𝑘) =

𝜎𝜎
𝜎𝜎 − 1

𝜓𝜓𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖𝑚𝑚𝑖𝑖 , (12a) 

𝑎𝑎𝑖𝑖𝐹𝐹(𝑘𝑘) =
𝛽𝛽
𝑟𝑟𝑖𝑖
�1 + 𝜓𝜓� 𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖𝑞𝑞𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑘𝑘)ℎ𝑗𝑗

𝑗𝑗∈𝒦𝒦

�𝑚𝑚𝑖𝑖 , (12b) 

𝑙𝑙𝑖𝑖(𝑘𝑘) =
1 − 𝛽𝛽
𝑤𝑤𝑖𝑖

�1 + 𝜓𝜓� 𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖𝑞𝑞𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑘𝑘)ℎ𝑗𝑗
𝑗𝑗∈𝒦𝒦

�𝑚𝑚𝑖𝑖 , (12c) 

𝑚𝑚𝑖𝑖 = 𝑟𝑟𝑖𝑖
𝛽𝛽𝑤𝑤𝑖𝑖

1−𝛽𝛽 . (12d) 
ここで，𝑚𝑚𝑖𝑖は生産要素の価格を表す．利潤ゼロ条

件より，財バラエティの供給量は次のとおり得ら

れる: 

𝑠𝑠𝑖𝑖 =
𝜎𝜎 − 1
𝜓𝜓

. (13) 

 

(3) 均衡条件 
均衡条件として短期均衡と長期均衡を扱う．短

期均衡では，消費者が居住地を変更できないほど

の短期に，土地・財・労働市場が均衡すると仮定

する．長期均衡では，消費者が効用を最大化する

居住地を選択することができると仮定する．各々

の条件について順に示す． 
 

a) 短期均衡条件 
短期的には，消費者が地域間を移動できないと

いう条件下で，土地・財・労働市場が均衡する．

この短期均衡状態を満たす条件は，各市場の清算

条件から与えられる．土地市場の清算条件は以下

で与えられる: 

�
𝑎𝑎𝑖𝑖ℎ𝑖𝑖 + 𝑎𝑎𝑖𝑖𝐹𝐹𝑛𝑛𝑖𝑖 = 𝐴𝐴𝑖𝑖  if 𝑟𝑟𝑖𝑖 > 0,
𝑎𝑎𝑖𝑖ℎ𝑖𝑖 + 𝑎𝑎𝑖𝑖𝐹𝐹𝑛𝑛𝑖𝑖 ≤ 𝐴𝐴𝑖𝑖 if 𝑟𝑟𝑖𝑖 = 0.

 (14) 

財市場の清算条件は，式(9)に式(5b)，式(13)を
代入することで，以下で表される: 

𝑛𝑛𝑖𝑖𝑚𝑚𝑖𝑖 =
1 − 𝛼𝛼
𝜎𝜎

�
𝑛𝑛𝑖𝑖𝑚𝑚𝑖𝑖

1−𝜎𝜎𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎

∑ 𝑛𝑛𝑘𝑘𝑚𝑚𝑘𝑘
1−𝜎𝜎𝜏𝜏𝑘𝑘𝑘𝑘1−𝜎𝜎𝑘𝑘∈𝒦𝒦𝑗𝑗∈𝒦𝒦

𝑦𝑦𝑗𝑗ℎ𝑗𝑗 . (15) 

労働市場の清算条件を示す．地域𝑖𝑖における労働

供給量は消費者数ℎ𝑖𝑖で与えられ，労働需要量は𝑙𝑙𝑖𝑖𝑛𝑛𝑖𝑖
となる．したがって，この条件は以下で表される: 

𝑤𝑤𝑖𝑖ℎ𝑖𝑖 = (1 − 𝛽𝛽)𝜎𝜎𝑚𝑚𝑖𝑖𝑛𝑛𝑖𝑖 . (16) 
式(15)，式(16)より，𝑤𝑤𝑖𝑖は以下の賃金方程式を満た

す: 
𝑤𝑤𝑖𝑖ℎ𝑖𝑖 = (1 − 𝛽𝛽)(1 − 𝛼𝛼) 

× �
𝑤𝑤𝑖𝑖ℎ𝑖𝑖𝑚𝑚𝑖𝑖

−𝜎𝜎𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎

∑ 𝑤𝑤𝑘𝑘ℎ𝑘𝑘𝑚𝑚𝑘𝑘
−𝜎𝜎𝜏𝜏𝑘𝑘𝑘𝑘1−𝜎𝜎𝑘𝑘∈𝒦𝒦𝑗𝑗∈𝒦𝒦

𝑦𝑦𝑗𝑗ℎ𝑗𝑗 . 

 (17) 
以上の条件を用いることで，間接効用𝑣𝑣𝑖𝑖が人口

分布𝒉𝒉の関数で与えられる: 

𝑣𝑣𝑖𝑖(𝒉𝒉) = 𝑢𝑢�𝑖𝑖𝐴𝐴𝑖𝑖𝛼𝛼𝑃𝑃𝑖𝑖−
(1−𝛼𝛼) �𝛼𝛼𝑦𝑦𝑖𝑖ℎ𝑖𝑖 +

𝛽𝛽
1 − 𝛽𝛽

𝑤𝑤𝑖𝑖ℎ𝑖𝑖�
−𝛼𝛼

𝑦𝑦𝑖𝑖 . 

 (18) 
 
b) 長期均衡条件 
長期的には，消費者は効用の高い地域に移動す

ることができ，その居住地選択行動が定まる状態

を長期均衡状態とする．この長期均衡状態は，以

下の非線形相補性条件を満たす状態𝒉𝒉∗である: 

�
𝑣𝑣∗ = 𝑣𝑣𝑖𝑖(𝒉𝒉) if ℎ𝑖𝑖 > 0,
𝑣𝑣∗ ≥ 𝑣𝑣𝑖𝑖(𝒉𝒉) if ℎ𝑖𝑖 = 0,

  �ℎ𝑖𝑖
𝑖𝑖∈𝒦𝒦

= 𝐻𝐻. (19) 

ここで，𝑣𝑣∗は均衡効用水準を表す． 
Pflüger and Tabuchi3)でも示されているとおり，

長期均衡状態には安定・不安定な状態が複数存在

する．安定的な均衡状態を得るために，長期均衡

の安定性を次の replicator dynamicによって判定

する: 
ℎ̇𝑖𝑖 = 𝐹𝐹𝑖𝑖(ℎ) ≡ ℎ𝑖𝑖{𝑣𝑣𝑖𝑖(𝒉𝒉) − 𝑣̅𝑣(𝒉𝒉)}, (20a) 

𝑣̅𝑣(𝒉𝒉) = �𝑣𝑣𝑖𝑖(𝒉𝒉)
𝑖𝑖∈𝒦𝒦

ℎ𝑖𝑖
𝐻𝐻

. (20b) 

このダイナミクスの下での均衡状態𝒉𝒉∗の安定性

は，𝐹𝐹(𝒉𝒉∗) = (𝐹𝐹𝑖𝑖(𝒉𝒉∗))𝑖𝑖∈𝒦𝒦の Jacobi 行列∇𝐹𝐹(𝒉𝒉∗)の固

有値により判定できる（固有値の実部が全て負の

場合に安定）． 
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c) 均衡状態の解析手順 
本研究で用いるモデルには，安定・不安定な複

数種類の均衡状態が存在し得る．このため，本節

ではパラメータを変化させた場合に創発する安

定的な均衡状態を導出する手順を示す． 
短期均衡状態の地代𝑟𝑟𝑖𝑖，賃金𝑤𝑤𝑖𝑖，価格指数𝑃𝑃𝑖𝑖，生

産要素の価格𝑚𝑚𝑖𝑖は，短期均衡条件による非線形連

立方程式を解くことで得られる．ただし，ワルラ

ス法則の存在により，これらの条件式は4𝐾𝐾 − 1の
独立な方程式にしかならず，𝑟𝑟𝑖𝑖 ,𝑤𝑤𝑖𝑖 ,𝑃𝑃𝑖𝑖 ,𝑚𝑚𝑖𝑖は一意に

定まらない．これらが定まるように，総賃金を𝑊𝑊
として外生的に与えて基準化する条件を式(21)の
とおり与える: 

�𝑤𝑤𝑖𝑖ℎ𝑖𝑖
𝑖𝑖∈𝒦𝒦

= 𝑊𝑊. (21) 

パラメータの変化に伴い創発する安定的な均

衡状態は，前述の式(20)の微分方程式により得ら

れる．しかし，式(20)を直接解くことは不可能で

あるため，高山・杉山 1)と同様に，ダイナミクス

方向に徐々に人口分布𝒉𝒉を更新することで，安定

均衡状態を調べる．具体的には，𝑛𝑛回目の更新で得

られた人口分布を𝒉𝒉(𝑛𝑛) = (ℎ𝑖𝑖
(𝑛𝑛))𝑖𝑖∈𝒦𝒦と表記すると，

人口分布の更新は以下の形で表される: 
ℎ𝑖𝑖

(𝑛𝑛+1) = ℎ𝑖𝑖
(𝑛𝑛) + 𝜁𝜁𝐹𝐹𝑖𝑖�𝒉𝒉(𝑛𝑛)�. (22) 

ここで，𝜁𝜁はダイナミクス方向への人口分布の変

化の度合いを表す正のパラメータである． 

 

4.2 パラメータの設定方法 
 
本節では計量分析の実施に必要となるパラメ

ータ𝛼𝛼,𝛽𝛽,𝜎𝜎, 𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎 ,𝑢𝑢�𝑖𝑖のうち，輸送費用に関するパラ

メータ𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎およびアメニティ水準𝑢𝑢�𝑖𝑖の設定方法を

説明する． 

 

(1) 輸送費用に関するパラメータ 
輸送費用に関するパラメータ𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎は，実データ

から直接設定することができないため，Redding 
and Venables2)の方法を参考に，パラメータ設定

を行う．具体的には第一段階で輸送モードの選択

に関する推定を行い，第二段階で輸送費用の推定

を行う．𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎は，これらから得られる推定値を用

いて設定する． 
 

a) 第一段階：輸送モード選択に関する推定 
第一段階として，各輸送モードでの選択確率か

ら，各々の選択効用に関するパラメータを推定す

る．ここでの輸送モードは代表交通機関を扱う． 
選択効用は地域内（i.e., 𝑖𝑖 = 𝑗𝑗），地域間（i.e., 𝑖𝑖 ≠

𝑗𝑗）別に以下のように定義する: 

𝑉𝑉𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿 = �

𝜇𝜇𝑡𝑡𝐿𝐿dist𝑖𝑖𝑖𝑖𝐿𝐿 + 𝜙𝜙dum𝑖𝑖𝑖𝑖    if 𝑖𝑖 = 𝑗𝑗,

 𝜇𝜇𝑡𝑡𝐿𝐿dist𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿 + 𝜙𝜙dum𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜉𝜉𝑡𝑡𝐿𝐿 if 𝑖𝑖 ≠ 𝑗𝑗,

 (23a) 

𝑉𝑉𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 = �

𝜇𝜇𝑡𝑡𝑃𝑃time𝑖𝑖𝑖𝑖𝑃𝑃          if 𝑖𝑖 = 𝑗𝑗,

 𝜇𝜇𝑡𝑡𝑃𝑃time𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 + 𝜈𝜈𝑡𝑡𝑃𝑃freq𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑃𝑃 + 𝜉𝜉𝑡𝑡𝑃𝑃 if 𝑖𝑖 ≠ 𝑗𝑗.
 

  (23b) 
ここで， 𝑡𝑡は輸送モードの種類であり，𝐿𝐿,𝑃𝑃は各々，

物流・人流を表す．𝜇𝜇,𝜙𝜙, 𝜈𝜈, 𝜉𝜉はパラメータ，dist𝑖𝑖𝑖𝑖は
地域𝑖𝑖, 𝑗𝑗間の距離，time𝑖𝑖𝑖𝑖は地域𝑖𝑖, 𝑗𝑗間の所要時間，

freq𝑖𝑖𝑖𝑖は地域𝑖𝑖, 𝑗𝑗間の運行頻度である（ただし，運行

本数が存在しない輸送モードは除く）．なお，地域

内では主要な輸送モード1種類のみを想定し（i.e., 
乗用車，貨物車），輸送モードの選択は無いものと

する．dum𝑖𝑖𝑖𝑖は主要な輸送モード（i.e., 乗用車，貨

物車）の地域𝑖𝑖, 𝑗𝑗に対する同一県間ダミーである． 
この選択効用を用いて，地域間における輸送モ

ードの選択確率および尤度関数は以下で表せる: 

𝜃𝜃𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿 =

exp�𝑉𝑉𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿 �

∑ exp�𝑉𝑉𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿 �𝑘𝑘∈𝑇𝑇

, (24a) 

𝜃𝜃𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 =

exp�𝑉𝑉𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 �

∑ exp�𝑉𝑉𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 �𝑘𝑘∈𝑇𝑇

, (24b) 

𝜆𝜆𝐿𝐿 = ���𝜃𝜃𝑘𝑘,𝑀𝑀
𝐿𝐿 �𝑁𝑁𝑘𝑘,𝑀𝑀

𝐿𝐿

𝑘𝑘∈𝑇𝑇𝑀𝑀∈𝑖𝑖𝑖𝑖

, (25a) 

𝜆𝜆𝑃𝑃 = ���𝜃𝜃𝑘𝑘,𝑀𝑀
𝑃𝑃 �𝑁𝑁𝑘𝑘,𝑀𝑀

𝑃𝑃

𝑘𝑘∈𝑇𝑇𝑀𝑀∈𝑖𝑖𝑖𝑖

. (25b) 

ここで，𝜃𝜃は選択確率，𝑇𝑇は選択モードの集合， 𝜆𝜆
は尤度関数，𝑁𝑁𝑀𝑀は経路および交易が存在するサン

プル𝑀𝑀の地域𝑖𝑖, 𝑗𝑗間の交易シェアである． 
輸 送 モ ー ド の 選 択 効 用 パ ラ メ ー タ

𝜇𝜇𝑡𝑡𝐿𝐿, 𝜇𝜇𝑡𝑡𝑃𝑃,𝜙𝜙, 𝜈𝜈𝑡𝑡𝑃𝑃, 𝜉𝜉𝑡𝑡𝐿𝐿, 𝜉𝜉𝑡𝑡𝑃𝑃は，式(25)を用いて最尤推定法

により推定する． 
 

b) 第二段階：輸送費用の推定 
第二段階として，地域𝑖𝑖, 𝑗𝑗間の交易額𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖と地理的

な輸送費用の関係から輸送費用の推計式を構築

する． 
前節で示したモデルでは，地域𝑖𝑖, 𝑗𝑗間の交易額𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖

と𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎の関係が次のように表されることを利用す

る: 
ln�𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖� = FX𝑖𝑖 + (1 − 𝜎𝜎)ln�𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖� + FM𝑗𝑗

+ const. (26) 

ここで，FX𝑖𝑖は生産地𝑖𝑖に関する項，FM𝑗𝑗は需要地𝑗𝑗
に関する項，constは定数項を表す．次に，交易額

𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖を第一段階で推定した選択効用のログサム変

数で表現するために，𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎は以下で与えられると

考える: 
𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎

=

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧𝜅𝜅 �exp�𝑉𝑉1,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐿𝐿 ��
Θ𝐿𝐿
�exp�𝑉𝑉1,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑃𝑃 ��
Θ𝑃𝑃
    if  𝑖𝑖 = 𝑗𝑗,

 𝜅𝜅 �� exp�𝑉𝑉𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿 �

𝑘𝑘

�
Θ𝐿𝐿

�� exp�𝑉𝑉𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 �

𝑘𝑘

�
Θ𝑃𝑃

if  𝑖𝑖 ≠ 𝑗𝑗.
 

 (27) 
ここで，𝑉𝑉1𝐿𝐿,𝑉𝑉1𝑃𝑃は乗用車および貨物車の選択効用，
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Θ𝐿𝐿,Θ𝑃𝑃 , 𝜅𝜅はパラメータである．ただし， 𝜅𝜅に無関係

に均衡状態は定まるため，𝜅𝜅の推定の必要はない．

この定式化は，輸送費用最小化行動から得られる

選択効用を用いて輸送費用を推計する，Allen and 
Arkolakis3)と同様の考えである．式(27)により，

式(26)は次のように表される: 
ln�𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖�

=

⎩
⎪
⎪
⎪
⎨

⎪
⎪
⎪
⎧  FX𝑖𝑖 + Θ𝐿𝐿𝑉𝑉1,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐿𝐿 + Θ𝑃𝑃𝑉𝑉1,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 + FM𝑗𝑗    

        + const   if 𝑖𝑖 = 𝑗𝑗,

 FX𝑖𝑖 + Θ𝐿𝐿ln �� exp�𝑉𝑉𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿 �

𝑘𝑘

�      

+Θ𝑃𝑃ln �� exp�𝑉𝑉𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 �

𝑘𝑘

� + FM𝑗𝑗

   + const        if 𝑖𝑖 ≠ 𝑗𝑗.

 

  (28) 
ただし，ここでのconstはln(𝜅𝜅)を含む． 
式(28)の重回帰分析からΘ𝐿𝐿 ,Θ𝑃𝑃を推定する． 
以上，第一段階，第二段階のパラメータ推定結

果および式(27)より，𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎を設定する． 
 
(2) アメニティ水準 
アメニティ水準𝑢𝑢�𝑖𝑖の設定は，データにより与え

られる𝒉𝒉が基準均衡状態（i.e., 政策を実施してい

ない状況下での均衡状態）となるように設定する．

この方法は，QSE 研究が採用しているものと同様

のアプローチである．具体的には， 𝛼𝛼,𝛽𝛽,𝐴𝐴𝑖𝑖 ,ℎ𝑖𝑖 ,𝑊𝑊が

与えられた下で式(17)，式(21)を満たすように賃

金𝑤𝑤𝑖𝑖を設定する．アメニティ水準𝑢𝑢�𝑖𝑖は，これまで

に得られた𝑤𝑤𝑖𝑖とℎ𝑖𝑖から，式(19)の長期均衡条件を

満たすように設定する．ただし，この条件のみで

は(𝑢𝑢�𝑖𝑖)𝑖𝑖∈𝒦𝒦が一意に定まらないため，𝑢𝑢�1 = 1と基準

化する． 
 

4.3. 輸送アクセス改善の影響分析 
本節では 4.1 節で説明したモデルにより，異な

る輸送モードの輸送アクセス改善が人口分布へ

与える影響を分析する．そのためにまず，対象と

する地域区分とネットワークを説明する．次に，

4.2 節で説明したパラメータ推定に必要な都市・

地域間輸送網データの整備内容およびパラメー

タ推定結果を示す．最後に，反実仮想実験により

輸送アクセス改善の影響を分析する． 
 
(1) 対象とする地域区分とネットワーク 
対象とする地域区分は，高山・杉山 1)と同様に，

日本国内を対象に都市雇用圏を基準として分割

した 432 地域区分（図-4.1）を用いた．ネットワ

ークは，道路網，鉄道網，航空網，航路網を対象

とした．ただし，航路網は道路網と一体と捉えて，

道路網による輸送が不可能な地域間のみを航路

網利用の対象とした． 

 

(2) パラメータの推定・キャリブレーション結果 
a) 使用データ 
モデルによる実空間を対象とした分析を可能

とするために，2005 年を基準年として公的デー

タ・民間データを収集・加工することでデータを

整備した．使用したデータを表-4.1 に示す． 
消費者数ℎ𝑖𝑖は，国勢調査の就業者数を使用して，

都市雇用圏で集計した値とした． 

面積𝐴𝐴𝑖𝑖は，国土数値情報の土地利用 3 次メッシ

ュを使用して，このうち，経済活動に利用可能な

土地利用用途（i.e., 田，その他の農用地，建物用

途）の面積を都市雇用圏で集計した値とした． 
距離・所要時間は，デジタル道路地図（DRM）

および国土数値情報の海上経路・定期旅客経路，

総合ナビゲーションアプリ『NAVITIME』を運営

図-4.1 地域区分 

項目 出典 
消費者数ℎ𝑖𝑖  国勢調査（2005 年） 
面積𝐴𝐴𝑖𝑖  国土数値情報 土地利用 3 次メッ

シュ（2005 年） 
距離 
dist𝑖𝑖𝑖𝑖  
所要時間 
time𝑖𝑖𝑖𝑖  

デジタル道路地図（DRM）（2005
年） 
ナビタイムジャパン提供の経路デ

ータ（2019 年） 
国土数値情報 海上経路（2011
年），定期旅客航路（2012 年） 

運行頻度 
freq𝑖𝑖𝑖𝑖  

ナビタイムジャパン提供の経路デ

ータ（同上） 
国土数値情報 港湾間流通量・海

上経路（同上），定期旅客航路（同

上） 
交易シェア 
𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖  

全国貨物純流動調査（2005 年） 
全国幹線旅客純流動調査（2005
年） 

交易額𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖  全国貨物純流動調査（同上） 
 

表-4.1 使用データ 
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するナビタイムジャパン提供の代表地点間経路

データを用いて設定した． 
具体的には，輸送モードのうち，自動車（船舶

含む）については，DRM の高速道路・一般国道お

よび海上経路・定期旅客航路を対象に，都市雇用

圏の代表地点間で所要時間が最短となる経路を

ダイクストラ法で探索し，当該経路の距離・所要

時間を用いた．このとき，各都市雇用圏の代表地

点は，都市雇用圏内の最も人口が多い市区町村の

役所とした．ただし，地域内の距離は，Redding 
and Venables2)と同様，地域𝑖𝑖の総面積area𝑖𝑖に応じ

た，(2 3⁄ )�area𝑖𝑖 𝜋𝜋⁄ と設定した．地域内の所要時間

は，地域内距離を道路交通センサスにより設定す

る速度で除して設定した．輸送モードのうち，高

速バス・鉄道・航空の距離・所要時間は，ナビタ

イムジャパン提供の経路データに基づき設定し

た．具体的には，代表地点間における所要時間を

優先した最適経路の値を用いた．データ上，地域

間の経路が無く，上記方法により距離・所要時間

が設定できない場合は，地域間の経路無しと判断

した． 
運行頻度は，高速バス・鉄道・航空を対象に，

ナビタイムジャパン提供の経路データのうち，最

適経路における平日の一日当たりの運行本数を

用いた． 
交易シェア𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖は，全国貨物純流動調査（物流セ

ンサス），全国幹線旅客純流動調査を用いて設定

した．具体的には，物流の交易シェアは物流セン

サスの輸送機関別の輸送量のシェア，人流の交易

シェアは全国幹線旅客純流動調査の移動人数の

輸送機関別のシェアとした．ただし，輸送モード

選択に関するパラメータが主な交易の傾向を捉

えた推定値となるよう，輸送量や移動人数が微小

な場合はゼロと見なしてシェアを算定した． 
交易額𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖は，432 都市雇用圏間の交易額のデー

タが存在しないことから，物流センサスの輸送量

を代用した．交易額と輸送量の関係性として，地

域間産業連関表の 9 ブロック間ではあるものの，

地域間産業連関表の金額シェアと物流センサス

の重量シェアは相関係数 0.94 と高い相関が存在

する 10)．これより，交易額を輸送量で代用する妥

当性は一定程度あると判断し使用した． 
 

b) パラメータの設定値：𝛼𝛼,𝛽𝛽,𝜎𝜎, 𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎 ,𝑢𝑢�𝑖𝑖の設定 
𝛼𝛼,𝜎𝜎は，Allen and Arkolakis3)でも使用される，

実証研究の知見と整合する値に設定した．具体的

には，土地の支出割合𝛼𝛼は家計の住宅への支出割

合を基礎に0.3とした．代替弾力性𝜎𝜎は Eaton and 
Kortum11)と整合するように 9.0と設定した．土地

の供給割合である𝛽𝛽は，先行研究 1)で明らかにされ

た，ストロー現象を表現できる0.6とした． 
輸送費用に関するパラメータ𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎は，前節の方

法により推定を行った．第一段階では，前項のデ

ータを使用した集計ロジットのパラメータを， R
言語の optim 関数を用いて，最適化手法の一つで

ある BFGS により推定した．ただし，地域内（i.e., 
𝑖𝑖 = 𝑗𝑗）のパラメータは地域間（i.e., 𝑖𝑖 ≠ 𝑗𝑗）の推定

値を用いた．第二段階では，説明変数に関するデ

ータは最小値で正規化したものを使用した．なお，

推定には R 言語の lm 関数を用いた．式(27)のう

ち，𝜅𝜅の値は推定の必要がないため，𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎の設定に

は式(27)から𝜅𝜅を除いた式を用いた． 
第一段階の推定結果である選択効用パラメー

タを表-2.3 に示す．表より，距離・所要時間に関

するパラメータは負の値，運行頻度に関するパラ

メータは正の値であることが確認できる．これは，

距離・所要時間の増加により効用が低下すること，

運行頻度の増加により効用が増加することを意

味しており，妥当な結果と言える．また，物流・

人流ともに𝜌𝜌2が十分に大きく，本モデルで交通手

段選択割合を十分に表現できていることが確認

できる． 

表-4.2 第一段階の推定結果（物流） 

変数 輸送モード パラメ

ータ 推定値 t 値 

距離 道路＋航路 𝜇𝜇1
𝐿𝐿 -3.79.E-03 -8.76 

鉄道 𝜇𝜇3
𝐿𝐿 -1.95.E-03 -5.17 

航空 𝜇𝜇4
𝐿𝐿 -2.91.E-03 -5.69 

同 一

県間 道路 𝜙𝜙 3.17 3.89 

定数 
項 

鉄道 𝜉𝜉3
𝐿𝐿 -4.53 -79.87 

航空 𝜉𝜉4
𝐿𝐿 -4.19 -35.42 

Sample size 52,587 
Null log likelihood -4.31.E+04 
Final log likelihood -7.98.E+03 

𝜌𝜌2 0.8148 
 

表-4.3 第一段階の推定結果（人流） 

変数 輸送モード 
パラメ

ータ 
推定値 t 値 

所要 

時間 

道路＋航路 𝜇𝜇1
𝑃𝑃  -2.61.E-02 -51.29 

高速バス 𝜇𝜇2
𝑃𝑃  -9.41.E-03 -17.35 

鉄道 𝜇𝜇3
𝑃𝑃  -2.65.E-02 -32.42 

航空 𝜇𝜇4
𝑃𝑃  -2.09.E-02 -13.84 

運行 

頻度 

高速バス 𝜈𝜈2
𝑃𝑃  1.30.E-02 2.740 

鉄道 𝜈𝜈3
𝑃𝑃  6.30.E-03 12.82 

航空 𝜈𝜈4
𝑃𝑃  1.18.E-02 4.010 

定数 

項 

高速バス 𝜉𝜉2
𝑃𝑃  -4.09 -31.90 

鉄道 𝜉𝜉3
𝑃𝑃  -1.84 -32.32 

航空 𝜉𝜉4
𝑃𝑃  -1.51 -9.433 

Sample size 23,117 
Null log likelihood -2.52.E+04 
Final log likelihood -1.20.E+04 

𝜌𝜌2 0.5233 
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表-4.2 の物流に関する結果より，距離の推定値

は|𝜇𝜇1𝐿𝐿| > |𝜇𝜇4𝐿𝐿| > |𝜇𝜇3𝐿𝐿|であり，かつ，鉄道と航空の定

数項が負であることが確認できる．これは，距離

が短い OD では道路が利用されて，距離が長くな

るにつれて航空や鉄道を利用する傾向にあるこ

とを表しており，直観と合った違和感の無い推定

結果を得た． 
表-4.3 の人流に関する結果では，所要時間の推

定値は，|𝜇𝜇3𝑃𝑃| > |𝜇𝜇1𝑃𝑃| > |𝜇𝜇4𝑃𝑃| > |𝜇𝜇2𝑃𝑃|であり，定数項の

推定値も踏まえると，所要時間の短い OD は，物

流と同様に，道路が利用され，所要時間が長くな

るにつれて，高速バス，航空，鉄道の利用が増加

する傾向にあることを表している．次いで，運行

頻度の推定値は，鉄道に比べて高速バス・航空が

大きい．これは運行本数の増加に対する効用の増

加分が大きいことを表しており，鉄道と比べて高

速バス・航空は運行頻度が相対的に少なく運行頻

度の重要度が高いことを踏まえると，直観に合っ

た結果と言える． 
第二段階の推定結果である物流・人流の選択効

用に関するパラメータを表-4.4 に示す．表より，

物流・人流ともに推定値は正の値となった．これ

は選択効用が増加するにつれて交易が増加する

ことを示しており，妥当な結果であると言える． 
アメニティ水準𝑢𝑢�𝑖𝑖も同様に，前述のパラメータ

設定方法によりキャリブレーションを行った．紙

面の都合上，結果を示すことは割愛する． 
 
(3) シミュレーション 
前述のパラメータ設定値を用いて，輸送アクセ

スが改善した際の人口分布への影響を分析する．

具体的には，次の 3 種類の輸送アクセス改善につ

いて分析する． 
a) 輸送費用が一律に低下する影響 
b) 高速道路・一般国道区間の輸送費用低下の

影響 
c) 運行頻度が増加する影響 
まず，既存の分析と同様 1)，一律に輸送費用が

低下した場合の影響を分析し，既存分析との共通

点および本枠組みの特長を明らかにする．次に，

本枠組みを生かしたシミュレーションとして，

B),C)を実施する． 
 

a) 輸送費用が一律に低下する影響 
式(23)における選択効用のうち，距離・所要時

間を次のように減衰させて，各地域の人口シェア

変化を調べた: 
𝑉𝑉𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿

= �
𝜇𝜇1𝐿𝐿�1 − δ𝑡̂𝑡

𝐿𝐿�dist𝑖𝑖𝑖𝑖𝐿𝐿 + 𝜙𝜙dum𝑖𝑖𝑖𝑖     if 𝑖𝑖 = 𝑗𝑗,

 𝜇𝜇𝑡𝑡𝐿𝐿�1 − δ𝑡̂𝑡
𝐿𝐿�dist𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐿𝐿 + 𝜙𝜙dum𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜉𝜉𝑡𝑡𝐿𝐿 if 𝑖𝑖 ≠ 𝑗𝑗,
 

 (29a
) 

𝑉𝑉𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃

= �
𝜇𝜇1𝑃𝑃�1 − δ𝑡̂𝑡

𝑃𝑃�time𝑖𝑖𝑖𝑖𝑃𝑃            if 𝑖𝑖 = 𝑗𝑗,

 𝜇𝜇𝑡𝑡𝑃𝑃�1 − δ𝑡̂𝑡
𝑃𝑃�time𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑃𝑃 + 𝜈𝜈𝑡𝑡𝑃𝑃freq𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 + 𝜉𝜉𝑡𝑡𝑃𝑃 if 𝑖𝑖 ≠ 𝑗𝑗.

 

 (29b) 
ここで，δ𝑡̂𝑡

𝐿𝐿, δ𝑡̂𝑡
𝑃𝑃は対象とする輸送モード𝑡̂𝑡 ∈ 𝑡𝑡におけ

る輸送費用の減衰程度を示す．また，各地域の人

口シェア変化は(ℎ𝑖𝑖𝜔𝜔 − ℎ𝑖𝑖∗) 𝐻𝐻⁄ × 100で表す．ただし，

上付き添字∗は基準均衡状態，𝜔𝜔は輸送費用変化後

の均衡状態を表す． 
δ = 0.2のうち，物流（i.e., δ1𝐿𝐿, δ3𝐿𝐿 , δ4𝐿𝐿 = 0.2），人

流（i.e., δ1𝑃𝑃, δ2𝑃𝑃, δ3𝑃𝑃, δ4𝑃𝑃 = 0.2），道路（i.e., δ1𝐿𝐿, δ1𝑃𝑃 =
0.2），高速バス（i.e., δ2𝑃𝑃 = 0.2），鉄道（i.e., δ3𝐿𝐿 , δ3𝑃𝑃 =
0.2），航空（i.e., δ4𝐿𝐿 , δ4𝑃𝑃 = 0.2）の結果を図-4.2 に

示す． 
図-4.2(a),(b)から，物流・人流ともに，輸送費用

の低下は，東京・大阪といった大都市への人口集

積をもたらす影響（i.e., ストロー現象）があるこ

とが分かる．これは高山・杉山 1)で示された同種

の分析（i.e., 𝛽𝛽 = 0.6,𝛼𝛼 = 0.3, δ = 0.2）結果と整合

している．これに加えて，本結果から，物流より

も人流の方がより広範に人口増加の地域が分布

（e.g., 紀伊半島）していること，地域のうち岡山

や那覇のように，物流と人流で人口シェアの増減

傾向が異なる地域が存在し得ることを知ること

ができる．この点は，高山・杉山 1)の分析枠組み

では把握できない結果である． 
図 2(c)～(f)から，道路の影響が最も大きいこと

が確認できる．また，道路・鉄道・航空では，北

海道・東北・九州などの都市から三大都市圏とい

った大都市への人口流出（i.e., ストロー現象）が

生じていることが分かる．一方，高速バスでは東

京で人口減少，札幌で人口増加するといった，道

路・鉄道・航空とは傾向が異なる人口分布変化と

なった．さらに，鉄道と航空の比較から，航空よ

りも鉄道の方が人口増減の幅が小さい結果とな

った． 
道路が最も大きい影響となったのは，地域間の

リンク接続が最も多く，かつ，距離・所要時間の

パラメータの絶対値が他の輸送モードと比べて

相対的に大きいことで，δによる選択効用への影

響が大きくなったためと考えられる．また，道路・

鉄道・航空でストロー現象が生じる一方で，高速

バスで変化の傾向が異なったのは，高速バスの交

通網が末端交通であるためと考える．具体的には，

輸送費用低下が当該地域の消費者の効用増に寄

表-4.4 第二段階の推定結果 
変数 パラメータ 推定値 t 値 

物流の選択効用 Θ𝐿𝐿 0.651 47.35 
人流の選択効用 Θ𝑃𝑃  0.723 38.94 

𝑅𝑅2 0.5632 
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与する一方で，末端交通であるために，企業の生

産活動に対する影響が小さく，集積の経済が働く

ほどの影響力が無かったと考えられる．よって，

集積の経済が優位に働く大都市での大きな人口

増加とはならなかったと考えられる． 
鉄道と航空の違いは，鉄道が在来線といったロ

ーカルな交通網も有しているためと考えられる．

この存在により，地方からの人口流出の程度が緩

和され，人口増減の幅が小さくなったと考えられ

る． 
以上の結果の違いは輸送網の特性が異なるた

め生じたものであるが，この違いは複数の輸送モ

ードを考慮した本枠組みだからこそ捉えること

のできる結果である． 
 

b) 高速道路・一般国道区間の輸送費用低下の影響 
道路の物流・人流を対象に，次のように対象区

間の輸送費用を減衰させて各地域の人口シェア

変化を調べた: 
𝑉𝑉1,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿 = 𝜇𝜇1𝐿𝐿�dist1,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐿𝐿 − distT1,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿 + (1 − δ1𝐿𝐿)distT1,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐿𝐿 � 
+𝜙𝜙dum𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜉𝜉1𝐿𝐿 if 𝑖𝑖 ≠ 𝑗𝑗, (30a) 

𝑉𝑉1,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 = 𝜇𝜇1𝑃𝑃�time1,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑃𝑃 − timeT1,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃

+ (1 − δ1𝑃𝑃)timeT1,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 � 

+𝜉𝜉1𝑃𝑃 if 𝑖𝑖 ≠ 𝑗𝑗. (30b) 
ここで，distT1,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐿𝐿 およびtimeT1,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 は，地域𝑖𝑖, 𝑗𝑗間の最

短経路のうち輸送費用低下の対象区間における

距離および所要時間を示す．このケースは，車線

増設・視環境の改善・ETC の整備などといった交

通基盤整備や，トラックの隊列走行などの車両の

自動運転技術の普及があった場合の輸送アクセ

ス改善効果を分析していると解釈できる． 
δ1𝐿𝐿, δ1𝑃𝑃 = 0.2とした場合の結果を図-4.3 に示す．

図より，高速道路区間を対象とした場合，地方都

市から三大都市圏への人口集中が進行する結果

となった．一方で，一般国道区間を対象とした場

合，三大都市圏から地方都市への人口分散が進行

する結果となった． 
一般国道整備で人口分散となったのは，一般国

道が高速道路と比べてローカルな交通網である

からと考える．具体的には，図-4.2(d)の高速バス

と同様，ローカルな交通網であることから集積の

経済が働くほどの影響力が無く，人口分散が生じ

たと考える．一方で，三大都市圏の全てが減少と

なった点が図-4.2(d)と異なる．これは，一般国道・

高速バスともにローカルな交通網であるものの，

ネットワークの稠密さが異なるためと考える．具

体的には，一般国道の方が稠密であることで，輸

送費用低下による恩恵が，より地方都市へ分散し

たためと考える． 
以上より，高速道路整備によって大都市への人

口集積が進行すること（i.e., ストロー現象），また，

一般国道の整備によって三大都市圏への人口集

中が是正されることが分かった． 
 

c) 運行頻度が増加する影響 
高速バス・鉄道・航空の人流を対象に，次のよ

図-4.2 輸送費用が一律低下した場合の人口シェア変化 

a) 物流 b) 人流 c) 道路 

d) 高速バス e) 鉄道 f) 航空 
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うに経路の存在する OD の運行頻度を増加させて，

各地域の人口シェア変化を調べた: 
𝑉𝑉𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 =  𝜇𝜇𝑡𝑡𝑃𝑃time𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑃𝑃 + 𝜈𝜈𝑡𝑡𝑃𝑃�freq𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑃𝑃 + δ̇𝑡̂𝑡

𝑃𝑃� + 𝜉𝜉𝑡𝑡𝑃𝑃 
 if 𝑖𝑖 ≠ 𝑗𝑗 .  (31) 

ここで，δ̇𝑡̂𝑡
𝑃𝑃は運行頻度の増加数で，使用データ上

の各輸送モードの運行頻度の平均値の 2 割増を目

安に設定した．高速バス（i.e., δ̇2𝑃𝑃 = 1），鉄道（i.e., 
δ̇3𝑃𝑃 = 8），航空（i.e., δ̇4𝑃𝑃 = 3）の結果を図-4.4 に示

す．図より，運行頻度を増加させた場合において

も，輸送費用を一律低下させた場合と類似の結果

となることが分かった．具体的には，高速バスで

は大都市の人口が減少し，地方都市の人口が増加

する結果となった．鉄道・航空では，東北・九州

などの都市から三大都市圏といった大都市へ人

口流出する結果となった． 
一方で，輸送費用を一律低下させた場合と比較

して，高速バスや鉄道では地方都市（e.g., 札幌，

北九州）で人口増加が生じている．これは，運行

頻度 1 本増あたりの影響が，三大都市圏といった

大都市と比べて地方都市の方が大きいためと考

えられる．また，航空で同様の現象が生じなかっ

た理由としては，三大都市圏を経由する航空の運

行頻度が圧倒的に多いことが考えられる．圧倒的

に輸送アクセスの利便性が高い地域は，式(27)よ

図-4.3 対象道路での輸送費用低下による 
人口シェア変化 

a) 高速道路 

b) 一般道路 

図-4.4 運行頻度が増加した場合の 
人口シェア変化 

a) 高速バス 

b) 鉄道 

c) 航空 
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り，輸送アクセス改善に伴う輸送費用低下の程度

が大きく（i.e., 選択効用𝑉𝑉の増加に伴う𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎の増

加程度が大きい），相対的に高い効果が得られる．

これに該当する三大都市圏で優位性が保持され

たため，高速バス・鉄道のように地方都市での人

口増加が生じなかったと考えられる． 
以上(1)～(3)の結果から，輸送アクセスを改善さ

せる輸送モードなどの違いによって，人口分布へ

与える影響が異なることを把握できた．すなわち，

現実的な地域政策評価が可能な手法を構築した

と言える．また，(2)でトラックの隊列走行を挙げ

たように，本枠組みを用いることで技術革新の影

響分析に適用することするも可能である．この他

にも例えば，鉄道物流に着目すれば新幹線の貨物

輸送も想定できる．このように基盤整備に限定さ

れない幅広い分析が可能な手法を構築できたと

考える． 
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“Economic geography and international inequal-
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No. 1, pp.53–82. 

3) Allen, T. and Arkolakis, C. (2014) “Trade and the 
topography of the spatial economy,” The 
Quarterly Journal of Economics, Vol. 129, No. 3, 
pp. 1085-1140. 
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第５章 ターミナル整備の 
空間的応用一般均衡分析 

 

 

 
本章では，表-5.1に示す過年度報告書で整理し

たバスタ整備効果のうち，「交通機能の向上」の効

果を計測する．具体的には，人口分布変化および

域内総生産の変化を計測する． 
 
5.1 パラメータ推定結果 
 
本節では，交通機能の向上に関するターミナル

整備効果を計測するために必要なパラメータを

設定する．そのために，分析対象空間と使用デー

タを明らかにしたうえで，前章で提示したパラメ

ータ推定法に従ってパラメータを設定する． 
 

(1) 分析対象空間および使用データ 
a) 地域区分・ネットワーク 
対象とする地域区分は，高山・杉山1)と同様に，

日本国内を対象に都市雇用圏を基準として分割

した432地域区分（図-5.1）を用いた．ネットワー

クは，表-5.2で扱う，道路網，鉄道網，航空網，

航路網を対象とした．ただし，航路網は道路網と

一体と捉えて，道路網による輸送が不可能な地域

間のみを航路網利用の対象とした． 
 
b) 使用データ 
モデルによる実空間を対象とした分析を可能

とするため，2005年を基準年として公的データ・

表-5.1 計測対象とするバスタ整備効果および効果シナリオの設定概要 
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民間データを収集・加工することでデータを整備

した．使用データを表-5.2に示す． 
消費者数ℎ𝑖𝑖は，国勢調査の就業者数を使用して，

都市雇用圏で集計した値とした． 
面積𝐴𝐴𝑖𝑖は，国土数値情報の土地利用3次メッシ

ュを使用して，このうち，経済活動に利用可能な

土地利用用途（i.e., 田，その他の農用地，建物用

途）の面積を都市雇用圏で集計した値とした． 
距離・所要時間は，デジタル道路地図（DRM）

および国土数値情報の海上経路・定期旅客経路，

総合ナビゲーションアプリ『NAVITIME』を運営

するナビタイムジャパン提供の代表地点間経路

 
1 道路交通センサスの都道府県別旅行速度を用いて，属

する都道府県の値を各地域の値として設定した． 
2
 当データは人流を対象としたものであるが，距離は人

流に限らず適用できると判断して使用した． 
3 経路は，所要時間，到着時間，乗換回数，運賃コスト

など複数のコストの合計が最適となるように決定され

る．今回はこのうち，所要時間を優先したコスト計算を

行っている． 
4 本モデルでは全産業を対象としているため，観光など

データを用いて設定した． 
具体的には，輸送モードのうち，自動車（船舶

含む）については，DRMの高速道路・一般国道お

よび海上経路・定期旅客航路を対象に，都市雇用

圏の代表地点間で所要時間が最短となる経路を

ダイクストラ法で探索し，当該経路の距離・所要

時間を用いた．このとき，各都市雇用圏の代表地

点は，都市雇用圏内の最も人口が多い市区町村の

役所とした．ただし，地域内の距離は，Redding 
and Venables2)と同様，地域𝑖𝑖の総面積area𝑖𝑖に応じ

た，(2 3⁄ )�area𝑖𝑖 𝜋𝜋⁄ と設定した．地域内の所要時間

は，地域内距離を道路交通センサスにより設定す

る速度1で除して設定した．輸送モードのうち，高

速バス・鉄道・航空の距離・所要時間は，ナビタ

イムジャパン提供の経路データに基づき設定し

た2．具体的には，代表地点間における所要時間を

優先した最適経路の値を用いた3．データ上，地域

間の経路が無いものは定期的な物流・人流が存在

しないことを意味するため，この場合は地域間の

経路無しとした． 
運行頻度は，高速バス・鉄道・航空を対象に，

ナビタイムジャパン提供の経路データのうち，最

適経路における平日の一日当たりの運行本数を

用いた． 
交易シェア𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖は，全国貨物純流動調査（物流セ

ンサス），全国幹線旅客純流動調査4を用いて設定

を区別せず全目的のデータを使用している．経済の基幹

データである産業連関表では，観光業の人流は，交易に

あたり財・サービスが移動するという意味において，通

常の産業の物流と同様に扱っているため（i.e., 観光業は

財・サービスの需要のために消費者が消費地・生産地間

を往来し，通常の産業では財・サービスが生産地から消

費地へ移動する），本対応で問題は無い．なお，空間経

済モデルであるSCGEモデルで観光業を扱った小池・佐

藤6)においても観光業を区別せずに扱っている． 

表-5.2 計測対象とするバスタ整備効果および効果シナリオの設定概要 

図-5.1 地域区分 
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した．具体的には，物流の交易シェアは物流セン

サスの輸送機関別の輸送量のシェア，人流の交易

シェアは全国幹線旅客純流動調査（元データ5）の

移動人数の輸送機関別のシェアとした6．ただし，

輸送モード選択に関するパラメータが主な交易

の傾向を捉えた推定値となるよう，輸送量や移動

人数が微小な場合はゼロと見なしてシェアを算

定した7． 
交易額𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖は，432都市雇用圏間の交易額のデー

タが存在しないことから，物流センサスの輸送量

を代用した．交易額と輸送量の関係性として，地

域間産業連関表の9ブロック間ではあるものの，

地域間産業連関表の金額シェアと物流センサス

の重量シェアは相関係数0.94と高い相関が存在す

る（佐藤ほか4)）．これより，交易額を輸送量で代

用する妥当性は一定程度あると判断し使用した． 
 

(2) パラメータ設定の結果 
𝛼𝛼,𝜎𝜎は，Allen and Arkolakis3)でも使用される，

実証研究の知見と整合する値に設定した．具体的

には，土地の支出割合𝛼𝛼は家計の住宅への支出割

合を基に0.3とした．代替弾力性𝜎𝜎はEaton and 
Kortum5)と整合するように 9.0と設定した．土地

の供給割合である𝛽𝛽は，先行研究（高山・杉山1)）

で明らかにされた，ストロー現象を表現できる0.6
とした． 
輸送費用に関するパラメータ𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖1−𝜎𝜎は，前章の方

法により推定を行った．第一段階では，前項のデ

ータを使用した集計ロジット8のパラメータを，R
言語のoptim関数を用いて，最適化手法の一つで

あるBFGSにより推定した．ただし，地域内（i.e., 
𝑖𝑖 = 𝑗𝑗）のパラメータは地域間（i.e., 𝑖𝑖 ≠ 𝑗𝑗）の推定

値を用いた．第二段階では，説明変数に関するデ

ータは最小値で正規化したものを使用した．なお，

推定にはR言語のlm関数を用いた． 
第一段階の推定結果である選択効用パラメー

タを表-5.3，表-5.4に示す．表より，距離・所要時

間に関するパラメータは負の値，運行頻度に関す

るパラメータは正の値であることが確認できる．

これは，距離・所要時間の増加により効用が低下

すること，運行頻度の増加により効用が増加する

ことを意味しており，妥当な結果と言える．また，

物流・人流ともに𝜌𝜌2が十分に大きく，本モデルで

交通手段選択割合を十分に表現できていること

 
5 元データは市町村単位のデータであるものの，全国旅

客純流動調査では都道府県内で完結する移動は対象とし

ておらず，元データにも存在しないことから，第一段階

の人流に関するパラメータ推定では，同一都道府県内の

地域間は除外して推定した． 
6 日本全国の全般的な分担率を再現するために，輸送量

ではなく輸送シェアを使用した．輸送量の場合，大都市

を起終点とするODの影響を大きく受けるため，それを回

が確認できる． 
表-5.3の物流に関する結果より，距離の推定値

は|𝜇𝜇1𝐿𝐿| > |𝜇𝜇4𝐿𝐿| > |𝜇𝜇3𝐿𝐿|であり，かつ，鉄道と航空の定

数項が負であることが確認できる．これは，距離

が短いODでは道路が利用されて，距離が長くな

るにつれて航空や鉄道を利用する傾向にあるこ

とを表しており，直観と合った違和感の無い推定

結果を得た． 
表-5.4の人流に関する結果では，所要時間の推

定値は，|𝜇𝜇3𝑃𝑃| > |𝜇𝜇1𝑃𝑃| > |𝜇𝜇4𝑃𝑃| > |𝜇𝜇2𝑃𝑃|となり，道路，鉄

道，航空の推定値のオーダーは同程度となった．

各モードの速度はおおむね，航空＞鉄道（幹線鉄

道）＞道路となることから，距離ベースで考えた

場合，利用の傾向はこの大小関係となり（i.e., 距
離が長いほど航空，鉄道が選択される），直観に合

った結果と言える．次いで，運行頻度の推定値は，

鉄道に比べて高速バス・航空が大きい．これは運

行本数の増加に対する効用の増加分が大きいこ

避するために輸送シェアを採用した． 
7 輸送量は1トン未満，移動人数は0.01人未満を微小な値

とした．なお，微小な値をゼロとせずにパラメータ推定

を実施した場合も，本結果と同様の符号条件および統計

的有意性を持つ推定結果が得られた． 
8 非集計ロジットによるモデル化も考えられるが，単純

化のために集計ロジットモデルを採用した． 

表-5.3 第一段階の推定結果（物流） 

表-5.4 第一段階の推定結果（人流） 
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とを表している．鉄道と比べて高速バス・航空は

運行頻度が相対的に少なく運行頻度の重要度が

高いことを踏まえると，直観に合った結果と言え

る． 
第二段階の推定結果である物流・人流の選択効

用に関するパラメータを表-5.5に示す9．表より，

物流・人流ともに推定値は正の値となった．これ

は選択効用が増加するにつれて交易が増加する

ことを示しており，妥当な結果であると言える． 
アメニティ水準𝑢𝑢�𝑖𝑖も同様に，前述のパラメータ

設定方法によりキャリブレーションを行った． 
 

 
9 物流項と人流項には一定程度の相関がある．しかしな

5.2  金沢でのターミナル整備の経済波及効果 

 

(1) 整備効果の計測 
ターミナル整備による交通機能の向上の効果

として，運行頻度の増加と新規路線の開通の2つ
に着目し，人口シェア変化と域内総生産シェア変

化，域内総生産成長率，域内総生産の総額変化率

を計測する．各指標は表-5.6のとおりに表す． 
 

a) 運行頻度一律増加 
計測の前提条件 
運行頻度の増加により交通機能が向上すると

して，事例の参考数値を踏まえて現状の運行頻度

を3割増加させる．具体的には，金沢都市雇用圏を

発地とするODを対象に，以下の3ケースについて

の効果計測を行う．運行頻度分布を図-5.2に示す． 
 
 一律ケース：対象の全路線の運行頻度が3

割増加したケース 
 強化ケース：運行頻度が上位半数の路線を

がら，多重共線性を示すVIFは2.7程度であり，基準とな

る10には満たないため，問題は無いと判断した． 

表-5.5 第二段階の推定結果 

表-5.6 各指標の定義式 

図-5.2 金沢発の運行頻度の分布 
a) 現状の運行頻度 b) 強化ケースでの運行頻度分布 c) 補強ケースでの運行頻度分布 
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対象に，上記と同本数増加となるよう，一

律に増加させたケース 
 補強ケース：運行頻度が下位半数の路線を

対象に，上記と同本数増加となるよう，一

律に増加させたケース 
 

計測結果：一律ケース 
一律ケースの計測結果を図-5.3に示す． 
人口シェア変化では，現状の運行頻度分布（図 

5.2 a））と類似した傾向となった．具体的には，運

行本数が多い地域は人口シェアが増加する結果

となった．ただし，東京や名古屋といった大都市

圏では，運行本数が同程度でも人口シェア増加が

相対的に大きくなるといった，異なる傾向も見ら

れた．これは，経済集積のメカニズムにより大都

市圏が優位となったためと考えられる． 
域内総生産シェア変化では，対象である金沢都

市雇用圏における増加が最も大きく，加えて周辺

の地域も増加する結果となった．域内総生産成長

率では，金沢都市雇用圏を含む石川県や福井県で

の増加が大きく，その他の地域は減少した．域内

総生産の総額変化率は，日本全国では-9.459×10-5

と若干の減少となったが，北陸3県では0.0043と
増加した． 
以上から，北陸3県といった限定的な範囲にお

いて，地域経済に正の効果があることが分かった． 
 
計測結果：強化ケース 
強化ケースの計測結果を図-5.4に示す． 
人口シェア変化では，一律ケースと同様の傾向

となった．ここから，対象路線を全路線から上位

半数に絞り込むことは，人口シェアに対しては影

響が小さいことが分かった． 
域内総生産シェア変化でも，一律ケースと同様

に，対象である金沢都市雇用圏の増加が最も大き

く，加えて周辺地域も増加する結果となった．一

方で，北海道や東北などで減少傾向となるといっ

た違いが見られた．域内総生産成長率では，一律

ケースと同様，金沢都市雇用圏を含む石川県や福

井県で大きく増加した一方で，名古屋を含む，太

平洋に隣接する中部地方の地域で減少程度が強

まった．域内総生産の総額変化率は，日本全国で

図-5.3 金沢での運行頻度増加：一律ケース 
a) 人口シェア変化 b) 域内総生産シェア変化 c) 域内総生産成長率 

図-5.4 金沢での運行頻度増加：強化ケース 
a) 人口シェア変化 b) 域内総生産シェア変化 c) 域内総生産成長率 
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は-1.130×10-4と若干の減少となったが，北陸3県
では0.0049と増加した． 
以上より，一律ケースと同様，強化ケースにお

いても北陸3県の地域経済に正の効果が見られた． 
 
計測結果：補強ケース 
補強ケースの計測結果を図-5.5に示す． 
人口シェア変化では，補強ケースでの運行頻度

増加分布（図-5.2 c））と類似した傾向となった．

具体的には，運行本数が多い大阪や神戸，愛媛と

いった地域で人口シェアが増加する結果となっ

た．一方で，東北や四国，九州といった，ある程

度運行頻度が増加している地域でも，人口シェア

が増加していない地域があることが確認できる．

これは，金沢都市雇用圏との地域間所要時間が長

いために生じたと考えられる．具体的には，金沢

都市雇用圏との地域間所要時間が長いODでは，

選択効用のうち，運行頻度よりも所要時間が選択

効用に与える影響が大きいために，運行頻度増加

の恩恵を受けづらくなっていると考えられる． 
域内総生産シェア変化では，一律ケースや強化

ケースと同様に，対象である金沢都市雇用圏での

増加が最も大きく，加えて周辺地域も増加する結

果となった．一律ケースや強化ケースと異なる点

としては，減少する地域が限定的で，関西や四国

のみで減少が見られた．域内総生産成長率では，

一律ケース・強化ケースと比べて，長野県の一部

を含むような広い範囲で増加した．域内総生産の

総額変化率は，日本全国では-3.866×10-5と若干

減少したが，北陸3県では0.0022で増加した．一律

ケースや強化ケースと比較すると，日本全国での

若干減少は共通の傾向であり，一方で，北陸3県で

の増加の程度は小さい結果となった． 
 

b) 新規路線の開通 
計測の前提条件 
新規路線の開通により交通機能が向上すると

して，乗継路線が直通路線となることを想定し，

所要時間を改善させる．具体的には，金沢都市雇

用圏が発地であり北陸3県内を着地とする路線を

対象に効果計測を行う．設定した所要時間変化を

図-5.6に示す． 
 

計測結果 
新規路線開通ケースの計測結果は，図-5.7に示

すとおりである． 
人口シェア変化では，新規路線開通による所要

時間変化と同様の傾向となった．具体的には，所

要時間が短縮する地域の人口シェアが増加する

結果となった．一方で，所要時間短縮が大きい場

合でも，それに比例して人口シェア増加が生じな

い地域があることも確認できた．これは，基準時

点での地域間所要時間が長いことが影響してい

ると考えられる． 

図-5.5 金沢での運行頻度増加：補強ケース 
a) 人口シェア変化 b) 域内総生産シェア変化 c) 域内総生産成長率 

図-5.6 金沢での新規路線開通による 

所要時間変化 



46 

域内総生産シェア変化では，対象である金沢都

市雇用圏でのみ増加する結果となった．域内総生

産成長率においても同様に，金沢都市雇用圏のみ

の増加となった．域内総生産の総額変化率は，日

本全国では-2.146×10-4と若干の減少であったが，

北陸3県では0.0004で増加した．ただし，増加の程

度は運行頻度増加の各ケースと比べると小さく

なった． 
このことから，北陸3県での地域経済効果を考

えた場合，新規路線開通よりも運行頻度増加の方

が正の効果が大きく，望ましいと言える． 
 
5.3  札幌でのターミナル整備の経済波及効果 

 

(1) 整備効果の計測 
金沢と同様に，ターミナル整備による交通機能

の向上の効果として，運行頻度の増加と新規路線

の開通の2つに着目し，人口シェア変化，域内総生

産シェア変化，域内総生産成長率，域内総生産の

総額変化率を計測する． 
 

a) 運行頻度一律増加 
計測の前提条件 
札幌都市雇用圏を発地とするODを対象に，金

沢と同様，以下の3ケースについての効果計測を

行う．運行頻度分布を図-5.8に示す． 
 
 一律ケース：対象の全路線の運行頻度が3

割増加したケース 
 強化ケース：運行頻度が上位半数の路線を

対象に，上記と同本数増加となるよう，一

律に増加させたケース 
 補強ケース：運行頻度が下位半数の路線を

対象に，上記と同本数増加となるよう，一

律に増加させたケース 
 

計測結果：一律ケース 
一律ケースの計測結果を図-5.9に示す． 
人口シェア変化では，現状の運行頻度分布（図

-5.8 a））と類似した傾向となった．具体的には，

運行本数が多い地域は人口シェアが増加する結

果となった． 

図-5.7 金沢での新規路線開通 
a) 人口シェア変化 b) 域内総生産シェア変化 c) 域内総生産成長率 

図-5.8 札幌発の運行頻度の分布 
a) 現状の運行頻度 b) 強化ケースでの運行頻度分布 c) 補強ケースでの運行頻度分布 
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域内総生産シェア変化では，対象である札幌都

市雇用圏のみ増加する結果となった．金沢での結

果と比べて，正の効果がより限定的となったのは，

運行頻度の増加対象である北海道内での経済規

模の差が大きいためと考えられる．具体的には，

大都市圏である札幌都市雇用圏の経済集積の影

響が影響し，効果が札幌都市雇用圏に集中したと

考える．域内総生産成長率においても，同様の傾

向が見られた．域内総生産の総額変化率では，日

本全国で減少（-1.414×10-3）となり，札幌都市雇

用圏周辺（表-5.7に示す札幌都市雇用圏含め隣接

する都市雇用圏での合計）においても-0.0026と減

少となった． 
 
計測結果：強化ケース 
強化ケースの計測結果を図-5.10に示す． 
人口シェア変化では，金沢のケースと同じよう

に，一律ケースと同様の傾向となった．これより，

金沢と同様，札幌においても，対象を全路線でな

く上位半数の路線に絞り込むことは，人口に対し

ては影響が小さいことが分かった． 
域内総生産シェア変化では，一律ケースと同様，

対象圏域である札幌都市雇用圏のみ増加する結

果となった．域内総生産成長率でも同様の結果と

なった．域内総生産の総額変化率は，一律ケース

と同様，日本全国で減少し（-1.599×10-3），札幌都

市雇用圏含む隣接都市雇用圏でも減少（-0.0035）
した． 
 
計測結果：補強ケース 
補強ケースの計測結果を図-5.11に示す． 
人口シェア変化では，補強ケースでの運行頻度

図-5.9 札幌での運行頻度増加：一律ケース 
a) 人口シェア変化 b) 域内総生産シェア変化 c) 域内総生産成長率 

図-5.10 札幌での運行頻度増加：強化ケース 
a) 人口シェア変化 b) 域内総生産シェア変化 c) 域内総生産成長率 

表-5.７ 札幌都市雇用圏および 

札幌都市雇用圏に隣接する都市雇用圏 
番号 地域区分 番号 地域区分 

1 札幌 13 岩内町 
7 室蘭市 15 夕張・栗山 
8 千歳市 20 美唄市 

10 岩見沢市 27 留萌市 
11 滝川市 29 倶知安町 
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増加分布（図-5.8 c））と類似した傾向となった．

具体的には，運行本数が多い地域で人口シェアが

増加する結果となった． 
域内総生産シェア変化では，一律ケースや強化

ケースと同様，対象である札幌都市雇用圏のみ増

加する結果となった．一方，札幌都市雇用圏の隣

接する一部の地域で若干減少程度が小さくなる

という違いも見られた．域内総生産成長率でも札

幌都市雇用圏のみが増加するといった同様の結

果となった．域内総生産の総額変化率は，日本全

国では減少したものの（-7.020×10-4），一律ケー

ス・強化ケースと異なり，札幌都市雇用圏含む隣

接都市雇用圏では0.0012と増加した． 
 
b) 新規路線の開通 
計測の前提条件 
 新規路線の開通により交通機能が向上すると

して，乗継路線が直通路線となることを想定し，

所要時間を改善させる．具体的には，札幌都市雇

用圏が発地であり北海道内を着地とする路線を

対象に効果計測を行う．設定した所要時間変化を

図-5.12に示す． 
 
計測結果 
新規路線開通ケースの計測結果を図-5.13に示

す． 
人口シェア変化では，新規路線開通による所要

時間変化と同様の傾向となった．具体的には，所

要時間が短縮する地域の人口シェアが増加する

結果となった．一方で，金沢と同様，所要時間短

縮が大きい場合でも，それに比例して人口シェア

増加が生じないことも確認できた． 
域内総生産シェア変化では，運行頻度の増加の

各ケースと同様，対象である札幌都市雇用圏のみ

増加する結果となった．域内総生産成長率でも同

様の結果となった．域内総生産の総額変化率は，

日本全国では減少したものの（-9.238×10-4），札幌

都市雇用圏含む隣接都市雇用圏では0.0011と増

加した． 
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図-5.11 札幌での運行頻度増加：補強ケース 
a) 人口シェア変化 b) 域内総生産シェア変化 c) 域内総生産成長率 

図-5.12 札幌での新規路線開通による 

所要時間変化 
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が観光産業の生産活動へ与える空間的影響の把握～

鳥取・兵庫県の日本海地域における基礎自治体レベ

ルの観光産業の付加価値推計を踏まえた検討～,” 
土木学会論文集 D3 (土木計画学 ), Vol.68, No.5, 
pp.I_349-I_361. 

 

図-5.13 札幌での新規路線開通 
a) 人口シェア変化 b) 域内総生産シェア変化 c) 域内総生産成長率 
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第６章 おわりに 
 

 

 

 
6.1 成果のまとめ 
 
本研究では，第１章にて設定した研究開発課題

[A,B,C]を実施した．その過程で得られた知見・成

果は以下に示す通りである． 
 
[A] 交通・立地統合モデルを用いた政策効果分析

手法の開発 

課題[A]は，次の２つの項目を順に進めた：(A1)
交通・立地統合モデルを用いた分析枠組の構築，

(A2)構築した統合モデルの基本特性を解明するた

めの予備解析．これらの項目毎の成果を以下に示

す． 
 
(A1) 交通・立地統合モデルを用いた分析枠組の

構築 

統合モデルの基礎となる“交通サブモデル”と

“立地サブモデル”を構築した．そして，機械学

習・進化ゲーム理論で採用される手法を応用する

ことで，各々のサブモデルの数値解析の大幅な効

率化を実現した．さらに，国勢調査・道路交通セ

ンサス等の入手が比較的容易なデータのみを用

いてパラメータを推定・キャリブレートする方法

を提案した．その上で，構築した２種類のサブモ

デルを適切に組み合わせることで，次のような特

徴を持つ交通・立地統合モデルを用いた分析枠組

を完成させた：[特徴1] 大字単位の立地空間・全道

路ネットワークを対象とした分析が可能；[特徴2] 
初期状態（基準均衡状態）における居住地・就業

地別の労働者人口が入力データと完全に一致す

る；[特徴3] 各サブモデルの手法を応用した，効率

的な数値解析手法を備える．以上の分析枠組の開

発に関する成果の一部は，査読付き論文[5,8]とし

て公開した． 
 
(A2) 構築した統合モデルの予備解析 

金沢都市雇用圏を対象とした予備解析により，

構築した分析枠組の基本特性を確認した．具体的

には，地点間の交通費用が一律に低下する状況を

想定した反実仮想実験を行った．その結果，立地

点数が1,656，道路リンク数が117,175の（約2億の

変数が存在する）都市・交通システムを対象とし

た解析でも問題なく計算可能であることが確認

できた（次の計算機環境で２時間未満．プロセッ

サ：12th Gen Intel(R) Core(TM) i9-12900KF，実装

RAM：64GB）．さらに，一律に交通費用が低下す

ることによる土地利用への影響を分析した結果

（図4）は，我が国の都市で共通して観測された人

口分布変化と整合していることも明らかとなっ

た．より具体的には，居住地・就業地別の人口分

布ともに，中心部の人口減少と郊外部の人口増加

という実証分析結果（論文[15,16]）と整合する変

化が見られた．このことから，開発した分析枠組

が少なくとも定性的には実現象と整合すること

が確認できた． 
 
[B] 空間的応用一般均衡 (SCGE) モデルを用い

た地域経済分析手法の開発 

課題[B]は，次の２つの項目を順に進めた：(B1)
空間的一般均衡（SCGE）モデルを用いた分析枠組

の構築，(B2)構築したSCGEモデルの基本特性を解

明するための予備解析．これらの項目毎の成果は，

以下に示す通りである． 
 
(B1) SCGEモデルを用いた分析枠組の構築 

土木計画学分野で研究が蓄積されてきたSCGE
モデル，空間経済学分野で急速に研究が蓄積され

ている定量的空間経済モデルを基盤としたモデ

ルを開発した．その際，人流・物流の円滑化・効

率化がもたらす長期的影響を適切に評価するた

めに，（少なくとも仮想的で対称性の高いシンプ

ルな都市システム空間において）“ストロー現象”

を適切に表現できる数理構造を採用した．その上

で，入手が比較的容易な交通・経済データ（国土

数値情報，産業連関表など）を利用したパラメー

タ推定手法，日本全国を対象とした分析を実施す

るための数値解析手法を提案した．以上により，
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次のような特徴を有する分析枠組を完成させた：

[特徴1] 都市間輸送網の整備に伴うストロー現象

が生じ得る数理構造を持つ；[特徴2] 初期状態（基

準均衡状態）における都市人口が入力データと完

全に一致する；[特徴3] 進化ゲーム理論に基づく

調整過程により実現する均衡状態を導出できる．

以上の分析枠組の開発に関する成果の一部は，査

読付き論文[6]として公開した． 
 
(B2) 構築したSCGEモデルの予備解析 

日本全国を対象とした予備解析により，構築し

たモデルの基本特性を確認した．具体的には，交

通基盤整備・技術進展に伴う都市間輸送の効率化

が地域経済に与える影響の分析を通じて，分析枠

組が有する特徴を調べた．この分析では，輸送効

率が改善される交通機関に応じて分析結果がど

のように変化するか，（SCGEモデルを用いた既存

の分析枠組では不可能であった）ストロー現象を

表現できるか否かに特に注目した．この分析結果

は，図5に示す通りである．この結果から，分析枠

組が持つ次の特徴が明らかとなった：[特徴1] 数
値解析は一般的なパソコンを用いても１時間以

内で実施可能；[特徴2] 現実的な都市システムを

対象とした場合でもストロー現象が生じる；[特徴

3] 輸送効率が改善する交通機関に応じて分析結

果が質的に異なる．以上の成果は，論文[14,15]で
も指摘した “現実的な都市システム空間で重要

な経済集積現象を再現できない”という既存の定

量的空間経済学分野の課題を解決したことを意

味している． 
 
[C] 実都市における公共交通ターミナル整備の

長期的・広域的効果の計測 

課題[C]は，次の２項目を実施した：(C1)交通・

立地統合モデルを用いたターミナル整備効果の

計測，(C2)公共交通ターミナル整備のSCGE分析．

これらは共通してバスタプロジェクトの長期的・

広域的効果を計測するものである．その具体的な

成果は以下に示す通り． 
 
(C1) 交通・立地統合モデルを用いたターミナル

整備効果の計測 

課題[A]で開発した分析枠組を用いて，札幌・金

沢を対象に公共交通ターミナルの整備効果を調

べた．この分析では，札幌は札幌駅前，金沢は金

沢駅前と香林坊の２ヶ所を整備地区の候補とし

た上で，ターミナル整備がもたらす３種類の効果

を個別に計測した：周辺道路の混雑解消（バス停

の集約に伴う道路容量の増加）効果，乗換利便性

の向上効果，ターミナル整備箇所の土地の高度利

用効果． 
これらの分析により得られた結果の一部は，図

6に示す通りである．この図からも確認できるよ

うに，ターミナル整備がもたらす３種類の効果を

個別に計測・可視化できた上に，以下に示す成果

が得られた：ターミナルの整備箇所に応じて効果

が質的に異なる；ターミナル整備がもたらす３種

類の効果は個別には決して大きいものではない

ものの，交通・土地利用の両方とも広範囲にわた

って波及する．さらに，これらの結果を踏まえた

上で，いくつかの別の分析事例を蓄積させること

ができたため，その成果の一部を査読付き論文[3]
として公表した． 

 
(C2) 公共交通ターミナル整備のSCGE分析 

課題[B]で開発した分析枠組を用いて，札幌・金

沢を対象にターミナル整備がもたらす波及効果

を計測した．ここでは，ターミナル整備の効果と

して，高速バスの運行頻度増加（既存路線の運行

頻度変化）・新規路線（札幌と北海道内の都市・地

域を発着地とする現存しない路線，金沢と北陸３

県内の都市・地域を発着地とする現存しない路線）

開通の２種類に注目し，個別の影響を分析した． 
分析の結果の一例は図7に示す通りである．一

連の分析結果から，ターミナル整備は整備都市の

人口減少・周辺地域の人口増加をもたらす一方で，

域内総生産は逆の影響が生じることが確認され

た．また，整備都市を含む地域全体で見ると（北

海道，北陸３県），新規路線を開通する場合は人

口・域内総生産ともに増加する一方で，既存路線

の運行頻度を増やす場合は域内総生産が減少し

てしまうケースが存在することが示された．なお，

既存路線の頻度増加，新規路線開通ともに，総運

行本数が3割増加する形で設定したにも関わらず，

その影響は決して大きいと言えるものではない

ことも明らかとなった．これらの結果は，ターミ

ナル整備に加えて，周辺の特徴的な産業の振興・

地域間連携促進などの，相乗効果が期待できる施

策も重要であることを示唆している． 
 
上記に加え，本研究では，政策の長期的・広域

的効果を計測できる空間経済分析枠組の開発に

成功しており，これが道路政策の質の向上への貢

献となると考えられる．実際，この分析枠組は，

道路行政の技術開発ニーズにも記載されている

“バスタプロジェクトの整備効果計測・評価”を

可能にするだけでなく，“多様なストック効果計

測”や“ワイダー・エコノミック・インパクトの

計測”の基盤にもなり得るものである． 
 
6.2 今後の課題と展望 
 
前節までに示した今年度の成果は，本研究開発

の目的達成とともに，ターミナル整備やバスタプ

ロジェクトの長期的・広域的効果の空間分布を整

理することに繋がったと考えられる．特に，整備
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する都市・地区に応じて，その効果が質的に異な

りうることが示されたことは，今後のターミナル

整備の在り方を考える際に有用であろう．ただし，

これらの結果の信頼性をより高めるためには，更

なるケーススタディーの蓄積が不可欠である．そ

のための研究の継続的発展は，今後の重要な課題

である． 
本研究で開発した空間経済分析手法は，公共交

通ターミナル整備の効果検証以外にも，容易に適

用できるという特徴を持つ．それゆえ，共有型モ

ビリティなどの次世代交通システムがもたらす

影響の検証や，将来を見越した公共交通ターミナ

ルの在り方を考えるために，本手法を用いること

は有益であると考えられる．この方向の分析を，

関係する専門家・実務家と連携しつつ実現させる

ことも，今後の重要な課題である． 
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